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に聞く�

専門商社での経験を生かして
自社開発に進出
－当社は１９９０年（平成２年）９月に、
福岡県八女郡立花町（現在の福岡
県八女市立花町）にて創業しまし
た。創業当初は、検査・実験室で
使用されるテープを、果樹の栽培
等で必要な「接ぎ木」用テープに
応用して販売していました。
しかしながら、もともと私は人
工透析用機器を扱う専門商社の営
業マンだったことから、人工透析
に必要な消毒道具（綿棒や綿球、
ガーゼ、ピンセット、絆創膏等）
をプラスチックトレーに全て揃え
て滅菌した、使い捨て方式の「透
析ケアセット」を自社商品として
販売する為、その開発に着手しま
した。
トレーの大きさや形状等につい
て、試行錯誤を重ねた結果、９３
年（平成５年）にようやく商品化す
ることが出来ました。高齢化社会
を背景に透析患者が増加する中、
折しも人工透析の保険点数引き下
げにより、人件費の削減・抑制を
検討している医療機関が増えてい
たことや、器具消毒の不手際によ
る院内感染の問題が着目されるよ
うになってきたことが更なる追い
風となりました。使い捨てセット

を導入することによる医療現場の
省力化や院内感染のリスク削減効
果についても、医療機関にご理解
頂くにつれて、販売数は年々増加
していきました。
開発当初は、月間で１万セット
にも満たなかった出荷数でしたが、
既存の工場の生産能力では、受注
増への対応が難しくなったことか
ら、２００１年（平成１３年）に、現在の
本社がある八女市に本社・工場を
新設・移転し、増産可能な体制を
整えました。現在では、月間約
２００万セットを出荷するまで増加
しています。

常に現場で何が求められているか
を意識
－創業以来、常に作業現場で何が
求められているかを注視してニー
ズに合った商品開発を実践するよ
うにしています。
透析ケアセットについても、他
社との競合の中で当社が高いシェ
アを確保出来ているのは、常にお
客様のニーズを把握し、それにお
応えしているからであると自負し
ています。
例えば、透析の為の消毒といっ
ても、医療機関ごとに微妙にやり
方は異なっていることから、ケア
セットについても「綿棒をもう１
本増やしてほしい」や「もっと大
きなガーゼに替えて欲しい」等と
いったご要望が出てきます。これ
らのご要望に対応するには、オー
ダーメイドで商品を作る必要があ
りますが、通常は生産効率を考え
ると、多品種少量生産での対応は

難しいのが一般的です。しかしな
がら、当社はこれらのご要望に敢
えてお応えすることで、お客様か
らの信頼を頂いてきました。
また、従来の透析ケアセットに
１回分の消毒薬液入りカップを付
属した、業界初となる消毒処置用
キットについても１０月に発売の
予定です。今までのようにケース
に消毒液を注ぐ必要が無くなり、
このキット単体で消毒処置が可能
となりました。
現在、病院・医療施設では感染
対策、医療事故対策等、経営の効
率化を図る為に機能評価や手技の
統一化等が広く検討されています
ので、この新しい処置用キットは
透析施設だけでなく、病院の消毒
処置全般に利用が広まると予測し
ています。また、アウトドアや学
校・スポーツ団体にも利用可能と
思います。
今後は、医療機器製造・販売業
としての生産技術や品質管理等、
製造技術管理体制の更なるレベル
アップを図るべく、有能な人材の
確保にも積極的に取り組んで参り
ます。

農業設備だけでなくソフト面も
サポート
－農業資材部門においても、全国
有数のいちご生産地である九州の
地域性を活かす為、いちご栽培用
の資材を自社開発しました。棚状
の設備で栽培を行うことによって、
地面に直接栽培する時のように腰
を曲げることなく立ったままで作
業が出来るようになり、大幅な作

株式会社 アグリス
代表取締役

中村 裕之氏
■創 業：１９９０年９月 ■設 立：１９９０年９月
■所 在 地：福岡県八女市 ■資 本 金：８，８００万円
■従 業 員：６２名
■事業内容：農業用生産資材の開発、製造、販売および医療用機器・

器具・備品の開発、製造、販売
■事業拠点：福岡県八女市（本社、工場）、東京都千代田区（支店）、

大阪市中央区（営業所）
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業の効率化を実現すると同時に、
栽培面積の増加による収穫増も可
能とした「アグリス式高設栽培シ
ステム」を開発しました。
更に、いちご栽培の支援業務を
行う「栽培指導室」を設置したこ
とで、当システムを導入して頂い
た農家への技術指導やアフター
フォロー等、ソフト面での支援が
可能となり、農家の収益力アップ
と省力化にも貢献しています。
また、地元八女市の大型健康増
進施設「べんがら村」に隣接した、
当社の子会社が経営するいちご観
光農園では、当システムでいちご
を栽培している為、お子さんや車
椅子の方等多くの方がいちご狩り
を楽しんで頂けます。
そのような当社の取り組みが評
価され、埼玉県越谷市より、恐ら
く全国初の事業となる「都市型農
業経営者育成支援事業」において、
当社が研修指導についての業務委
託を請けました。それに伴い研修
用施設として、農業技術センター
内にいちご観光農園をこの冬開園
する予定です。当社のいちご高設
栽培システムの評価や宣伝効果も
期待出来ることから、関東周辺で
の営業展開に大きく活用したいと

考えています。

新たなステージに向けて
－現在、更に利便性・機能性の高
い簡易消毒用具の開発にも取り組
んでおり、国内だけにとどまらず、
海外への営業展開も今後は検討し
ていく予定です。その為にも、医
療機器の品質保証の国際基準であ
るＩＳＯ１３４８５については２年後
を目処に取得したいと考えています。
また、アグリス式高設栽培シス
テムの機能性、利便性を更に追及
した新たなシステムを福岡県農業
試験場の協力・指導を得て、今秋
完成する予定です。
当社は、おかげさまで今年創業

２０周年を迎えることが出来まし
た。人間にとって最も身近で大切
であり、且つ欠かせない産業であ
る農業と医療において、新たな価
値を創造し、社会の進歩、繁栄の
お役に立ちたいと思っています。
そして、どこにもない商品開発で
新たな市場の開拓を実現したいと
も考えております。今後５年間で
１００億円企業を目指していく中期
計画も策定致しました。その実現
に向かって社員一丸となって成長
を続けて参ります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

人間にとって最も身近で欠か
せない産業である農業と医療に
おいて、常に現場のニーズを満
たすような商品やシステムの開
発をされてこられましたが、数
多くのご苦労もあったものと拝
察致します。
今後も引き続き、当社の高い
先見性を活かした商品開発によ
り、新たな市場開拓の実現を期
待するとともに、更なる目標や
ステージに向けてご発展される
ことを祈念致します。

《新製品》『テアテック』と『ESキット』（処置用キット＋外皮消毒液） ケアセット詰込作業 密封されて出てくるケアセット

いちご高設栽培システム Buddy-Tape
（接ぎ木テープ：海外４０カ国で使用中）

工場見学の様子 左から古城戸支店長、中村社長、
諌山総務部長、谷頭取
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に聞く�

海苔の製造卸業から分社
－私は１９６５年（昭和４０年）より、
当社の親会社である海苔の製造・
卸会社に勤めておりました。ここ
では主に量販店向けに海苔を卸し
ていましたが、私は海苔だけでな
く、より付加価値の高い商品を販
売したいとの想いから、お酒のつ
まみとして食べられている豆類を
自慢の高級海苔でくるんだ商品を
開発しました。これが現在当社の
看板商品となっている「風雅巻き」
です。
８５年頃に地元の百貨店で試験
的にこの商品を販売しましたが、
最初は知名度も無く、なかなか売
上には繋がりませんでした。しか
しながら、試食による販売を地道
に行ったことでお客様にも認知さ
れ始め、また海苔でくるんでいる
為食べやすいこともあって女性か
らの支持も頂けるようになると、
次第に売上も増加していきました。
そして、風雅巻きの販売が事業と
して軌道に乗り始めたことから、
当時の社長に分社化を申し出て、
９０年（平成２年）に現在の会社を
設立。社名は、看板商品名から採
用し且つ高級感があるものにした
いという考えから「株式会社風雅」
としました。
現在、当社の商品は百貨店での

販売に加え、直営店として熊本県
内の４店舗のほか、福岡県、宮崎
県、京都府に４店舗の計８店舗で
販売しています。今日に至る迄で
苦労した点は、営業力の強化でし
た。当社は百貨店に商品を卸して
いる為、百貨店のバイヤー様との
交渉力が売上を伸ばす鍵となりま
す。創業当初は、大手百貨店に対
する営業ノウハウが乏しく、関東
や関西等都市圏での売上が思うよ
うに伸びませんでした。しかし、
地道に営業を重ねることで、次第
に大手百貨店のバイヤー様との親
交も深まる一方、ある大手菓子
メーカーのＯＢの方々数名に当社
での勤務を勧めたところ、快く引
き受けて頂きました。このＯＢの
方々のお陰で大手百貨店に対する
営業が強化されただけでなく、その
営業ノウハウを学ぶことで他の営業
社員への良い刺激にもなっています。

海苔にこだわった看板商品
「風雅巻き」
－当社の看板商品である「風雅巻
き」は、大豆やピーナッツ、カ
シューナッツ等の豆に衣を付け、
わさびや醤油、梅等、様々なスパ
イスでバリエーションに富んだ味
付けを施し、その豆を有明海で獲
れた色、味、艶ともに優れたパリ
パリの焼海苔で一本一本手巻きし
ています。この「風雅巻き」は特
に素材にこだわりました。使用す
る海苔は、有明海で１０月頃に種
付けし若摘みされた海苔、いわゆ
る一番海苔であり、甘みがあり、
色艶が良く、さらに口溶けの良い
最高峰のものに限定しています。

豆は、大豆、落花生、ソラマメ等
を使用していますが、特に大豆は
国産で良質な佐賀県産のものを使
用しています。さらに、寒梅粉（寒
梅が咲く季節に新米のもち米から
精製した良質の粉）で豆をコー
ティングする等、当社独特の製法
により味、香り、食感いずれも楽
しめる商品に仕上げています。
また、素材だけでなく製造方法
にもこだわりを持っています。豆
を焼海苔で巻く作業は機械を使用
せず、熟練した職人の手作業で製
造しています。機械化により大量
生産させた方が効率的ですが、よ
り真心のこもった美味しいものを
お客様に食べて頂きたいとの想い
から、一本一本丹精を込めて手巻
きしております。こうした品質へ
のこだわりが、「風雅巻き」の評
価に繋がっているものと自負して
おります。

役職員全員で経営を考える
－当社では、「使命感」「機能分担」
「成長発展」を経営の基本方針と
しています。
「使命感」とは、社内では協調
と調和を尊重し、お客様やお取引
先に対しては謙虚な姿勢で誠意と
誠実を基礎としたサービス精神を
もって対応することであり、全役
職員に徹底しています。
「機能分担」とは、業務を円滑
に推進する為に、各人が与えられ
た職務を忠実に責任もって果たす
とともに、他との協調を図ること
を求めています。
「成長発展」とは、事業を発展
させ、社員が豊かになり且つ人間

株式会社 風雅
代表取締役

塚田 強男氏
■創 業：１９９０年９月 ■設 立：１９９０年９月
■所 在 地：熊本県熊本市 ■資 本 金：４，６００万円
■従 業 員：３５名
■事業内容：海苔菓子・加工海苔の製造及び卸小売
■事業拠点：熊本県熊本市（本社、物流センター、直営小売店）、

福岡県太宰府市（営業所、直営小売店）、福岡市、
宮崎県宮崎市、京都市（直営小売店）
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性の成長を遂げ、社会貢献が出来
るようになることを指しており、
社員、企業の成長とともに社会の
発展にも努めています。このよう
な方針の下、私どもは役職員一丸
となり、地域とともに成長してい
きたいと考えています。
具体的には、毎年「経営方針書」
を作成し、年度始めに全社員を集
めて、役員や幹部社員より今年度
の方針として発表しています。こ
の方針書は、１年の短期、５～６
年の中期、１０年以上の長期と、
それぞれの期間でのビジョンや方
針を定めていますが、毎月その進
捗状況をチェックしています。更
に半年毎に進捗状況に応じて事業
計画の修正を行い、毎月の決算を
予測し、状況によっては方針変更
を行う等、きめ細かい経営に努め
ています。
経営方針書の作成を始めたのは、
創業資金の融資を受けた熊本ファ
ミリー銀行の指導によるものでし
た。当初はどのように作成してよ
いか勝手がわからずＡ４用紙１枚
程度のものでしたが、今では数十
ページに及んでいます。このよう
な取り組みも今年で２１年目を迎
え、方針書の作成や見直し等を通

じて社員の経営参加に対する意識
向上に繋がっています。

海苔の美味しさをさらに広める
ために
－これからの事業展開としては、
２年後に増資を行い、現在の本社
機能を拡充させる為に新築移転す
る予定です。さらに、お客様のご
要望等に迅速に対応出来るように
コールセンターの開設も目指して
います。また、現在は全体の売上
構成比率の３分の１を占める直営
小売店や通信販売について、一般
個人のお客様のリピート率を５割
にまで高めたいと考えています。
今後の目標として、地元熊本県
内においては、熊本発の全国区の
お菓子となるよう、より一層のブ
ランドの定着を目指すとともに、
熊本県外においても直営店を通じ
て「風雅巻き」のファンを広げ、
百貨店の持つ集客力やブランドイ
メージも最大限に活用しながら、
「風雅巻き」の知名度を向上させ
たいと考えています。
これからも、「風雅巻き」をは
じめ、皆様に喜んで頂けるような
商品づくりを役職員全員で目指し
て参ります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 林 謙治

「風雅巻き」の厳選された素
材に加え職人さんが一本一本海
苔で豆を丹念に手巻きされる製
造方法等、社長様のこの商品に
対する想いに大変感服致しまし
た。これまで当社が成長されて
こられたのも、このような商品
へのこだわりや堅実な経営姿勢
によるものと存じます。既に「風
雅巻き」は熊本の銘菓として幅
広く親しまれていますが、さら
に全国的なブランドとして飛躍
されるとともに、当社が益々発
展されますよう祈念致します。

風雅巻き 「風雅巻き」の手巻き作業 製造ラインの説明

本社ビル 直営小売店 左より林頭取、塚田社長、米村支店長
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に聞く�

米海軍佐世保基地における民間へ
の業務委譲が独立のきっかけ
－私は、父が経営していた建設会
社に就職し、地元の大手造船メー
カーの下請けとして船舶の塗装や
プラント工事等に携わっていまし
たが、独立のきっかけは、米海軍
佐世保基地の機能縮小に伴い、民
間に業務の委譲が進められたこと
です。１９７４年（昭和４９年）に、私は
基地を退職した技術者２０名とと
もに新たに艦艇のメンテナンスを
行なう会社を設立しました。社名
は、私自身の名前と「事業が繁栄
し豊かに成るように」との想いか
ら「株式会社豊成工業」としまし
た。そして、米海軍等から艦艇の
メンテナンス業務を安定的に受注
出来るようになると、当社の経営
も軌道に乗り始めました。
その後、８３年（昭和５８年）に同業
７社により佐世保立神工業協同組
合を立ち上げるとともに、国、長
崎県、佐世保市の協力により米軍
用地の払い下げを受け、翌年には
新社屋を建設しました。９２年（平
成４年）には、社名を現在の「株
式会社ホーセイ」に変更し、現在
に至ります。

艦艇のメンテナンスで
高度な技術力を提供
－米海軍や海上自衛隊の艦艇は、
一般の商船に比べ厳しい環境下で
の運航が多く船体の損傷も激しく
なりがちです。また、緊急時にお
ける対応のほか、船体の状況に応
じて臨機応変にメンテナンスが必
要とされる為、大きな負荷がかか
るとともに高度な技術力が求めら
れます。
例えば、艦艇のエンジンのオー
バーホール（分解した上での修理・
点検）にしても、艦内の限られたス
ペースの中での作業は、非常に煩
雑です。さらに、あらゆる状況下
でもトラブルひとつ無く常時稼動
出来る状態に整備しなければなり
ません。このように、艦艇のメンテ
ナンスを安定して受注出来るのも、
長年の経験の積み重ねにより蓄積
した技術力と社員一同の研鑽や努
力によるものと確信しています。

艦艇修理部門において
国内で初めてＩＳＯ９００１を取得
－当社では基本理念として、「人
の和」「実行」「責任」を事業の原
点として創業当初から掲げ、その
下で業績目標や業務への取り組み
姿勢等、毎年行動スローガンを決
定し、実行するように努めて参り
ました。この３つの基本理念は、企
業経営において必要なものとして、
今日まで私をはじめ社員皆で守り
続けてきたものであり、今後も徹
底していきたいと考えています。
また、この理念をより具体的に

進める為に２００２年（平成１４年）、
国際標準化品質マネジメントシス
テムであるＩＳＯ９００１を艦艇修理
部門において取得しました。この
部門でのＩＳＯの取得は我が国で
は当社が初めてです。以前の現場
と言えば、工場内には部品が散在
し、雑然として油にまみれて見た
目も決して良くありませんでした。
しかし、同業他社との競争に勝ち
残る為には国際的な信用力を高め
る必要があると考え、社員の意識
改革の一環としてＩＳＯ取得に取
り組みました。その際、大手造船
メーカーよりアドバイザーを招き
入れ、ネジの１本に至るまで番号
を振り分けて在庫管理を行う等、
現場をはじめ、全ての部署の業務
を見直しました。そして受注から
修理、検査までの全工程をマニュ
アル化し、業務や作業品質の不備
を厳しくチェックするシステムを
構築しました。その結果、作業や
部品の発注等様々な面で業務の効
率化を実現するとともに、社員の
職場環境の整備に対する意識向上
にも繋がっています。
さらに、当社は米国のエンジン
メーカーであるＦＤＧＭ社の日本
唯一の代理店として認定され、米
軍掃海艇エンジンの技術提携が出
来たのも、このような取り組みが
評価されたものと思います。

「社会奉仕の精神」で
事業の多角化に取り組む
－現在、社会奉仕や地域に対する
貢献に注力したいと考え、福祉事

株式会社 ホーセイ
代表取締役社長

池田 豐氏
■創 業：１９７４年８月 ■設 立：１９７４年８月
■所 在 地：長崎県佐世保市 ■資 本 金：２，８００万円
■従業員：５９名（グループ全体１９０名）
■事業内容：艦艇・一般商船修理及びメンテナンス

（グループ企業）特別養護老人ホーム運営、
不動産販売・賃貸、農産物販売、技術者派遣

■事業拠点：長崎県佐世保市（本社、工場、事業所、特老施設、直販所、
不動産管理事務所）、長崎県西海市（直販所）
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業、農産物直販事業（産地直販所
「西彼とれたて処」）、不動産管理
事業等、グループ企業において事
業の多角化を行っています。
私は、これまでに企業活動を通
じて地域の多くの方々との親交を
図る中で、友人達と親しく交流す
ることが出来るような老人の集う
福祉村を作りたいとの夢を抱きま
した。その夢の実現に向けて、０５
年（平成１７年）に、社会福祉法人清
真会を設立し、特別養護老人ホー
ム「音羽の浜」を開設しました。
この施設は、「私自身が入りたい
施設、受けたい介護」をコンセプ
トに、室内を明るくする為に窓を
大きくしガラス張りのスペースを
増やしたほか、施設の利用者の
方々が少しでも自宅に居る様な環
境で過ごして頂けるよう、家具等
の持ち込みを可能にしています。
また、アメニティに配慮した個室
での生活支援「個室ユニットケア」
にも取り組み、プライバシーを大
切にした空間づくりをしています。
さらに、一時的な利用のショート
ステイやデイサービス、小規模多
機能ケア等、様々なサービスを提
供しています。

また、「常に利用者の方々の立
場に立って対応する」という運営
理念を掲げ、全社員とともにその
理念に沿った行動を心掛けていま
す。特に、接遇に関してはいつも
笑顔で接することを実践するよう
指導し、利用者の方々によりご満
足頂けるサービスのご提供を目指
しています。

広く社会に貢献できる
企業を目指して
－今後の事業展開としては、ス
ムーズな世代交代が出来るように、
事業内容の充実を図り、経営基盤
の強化に努めたいと考えています。
具体的には、主力の艦艇等のメ
ンテナンスに関しては、品質管理
を徹底すべく専門部署を設けると
ともに、技術継承に向けた人材へ
の投資を行い、更なる技術の向上
を目指します。また、そこで培っ
たノウハウを活用しながら民間施
設整備、公共的な事業、さらには
高齢化社会を見据えた福祉事業等
にも取り組み、これからも「広く
社会に貢献できる企業」を目指し
て、高度な技術の提供と新たな価
値の創造に邁進して参ります。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

当社は長年に渡り米海軍等の
艦艇のメンテナンス業務に携わ
られ、また我が国で初めて、艦
艇修理部門においてＩＳＯ９００１
を取得される等、数々の実績を
お持ちです。また、社長様のこ
れまでの企業経営のご経験等か
ら、福祉事業をはじめ経営の多
角化を進めていらっしゃいます
が、どの事業におかれましても
常に利用者の方々やお客様の立
場に立って事業に取り組んでお
られることに感服致しました。
今後も地域に求められる企業と
して益々ご発展されることを期
待しております。

本社工場内 工場内での作業説明 産地直販所「西彼とれたて処」

特別養護老人ホーム「音羽の浜」外観 特別養護老人ホーム「音羽の浜」 前段左より伊福総務部長、鬼木頭取、池田社長、
後段左より白石本店営業部長、団工場長
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シンガポールに学ぶ経営戦略�
～アジアの時代の新発想～

ペナン�

マラッカ�
ジョホール州�

タイ王国�

（マレー半島）�

（スマトラ島）�

インドネシア�

シンガポール�

マレーシア�

図１ シンガポールの位置

九州大学大学院教授

丹羽 由一

はじめに

現在、アジアで最も進んだ国はどこでしょう

か。さまざまな指標が指し示すのは残念ながら

日本ではなく、赤道直下の小国シンガポール（図

１）です。金融危機後もむしろ世界の金融セン

ターとしての地位を固め、ロンドン、ニューヨー

クと並ぶ世界三極を形成しています。

そこで今回は視点を経営全般に広げ、シンガ

ポールの画期的な社会・経済運営のなかから今

日の経営のヒントとなる事例を紹介します。閉

塞感に満ちた日本の社会・経済にとって新たな

発想を生む刺激となれば幸いです。

システム設計と厳格なルール

シンガポールは今年で建国４５年を迎えます。

独立当時、世界銀行から「下水溝に流されつつ

あるアジアの片隅の貧しい市場」と見放された

国が、今日では世界有数の先進国に成長してい

ます。国民１人あたりＧＤＰは約４万ＵＳドル

と日本を追い越し、政府の発行する国債はアジ

アで唯一トリプルＡ格にランクされています。

また産業の競争力は最新のＩＭＤ（スイスの経

営開発国際研究所）ランキングで、とうとうア

メリカを抜いて世界１位（因みに日本は２７位）に

なりました。そのほかＩＴ先進国としても知ら

れ、インターネット普及率は世帯数に対し１０４％

（２００９年時点）と日本を大きく凌駕、ｅガバメン

ト（電子政府）の先進度もアジアでトップの評価

を得て、実際に日常的な手続きはほぼすべて

ネット上で行うことができます。

人口わずか５００万、淡路島とほぼ同じ面積で、

もともと何の資源も持たず、食料はおろか水さ

え自給できない貧しい小国が、どうやってここ

まで発展したのでしょうか。

この「奇跡」の秘密については、これまでに

数多くの本で紹介されています。リー・クアン

ユーという一人の卓越した指導者の功績、外資

の積極的な導入とそのための社会インフラ整備、

アジア最高水準の空港と港湾を活かしたヒトと

モノの交流、アジアの金融センターとしてのビ

ジネスハブ機能強化、アジアのＲＨＱ（地域統

括本部）機能強化など、数え上げればきりがあ

りません。ただそれらの底流にあるのは、徹底

した合理主義と効率性に基づいた独自の社会シ

ステム設計です。

例えばシンガポールのチャンギ国際空港は、

複数の旅行雑誌から１０数年にわたって「世界一

の空港」に選ばれています。利用したことがあ

寄稿

１９７７年 東京大学経済学部卒、
日本開発銀行入行。

ハーバード大学客員研究員、大蔵省シニアエコノミスト、
日本経済研究所総務部長、日本政策投資銀行シンガポー
ル事務所長、えひめ地域政策研究センター常務理事を経
て２００８年より現職。
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図２ ＥＲＰゲート

る方ならおわかりでしょうが、確かに快適さ、

わかりやすさ、スピーディーさ、親切さなどす

べての面で優れています。そしてこれを実現し

ているのが優れたシステム設計に他なりません。

社会システムという点では、この国の罰金制

度もつとに有名です。地下鉄の駅や車内で飲

食・喫煙したり、ゴミ箱以外の場所にゴミやタ

バコの吸い殻を捨てたり、横断禁止箇所を横断

したりするだけで５００～５，０００ドルの罰金刑が科

せられます。このほか道に唾を吐いたり、チュー

インガムを国内に持ち込んだり、地下鉄の車内

では足を投げ出したり、キップを折り曲げただ

けでも罰金です。さらに立ち小便はいうまでも

なく、酒に酔って道で吐いたり、トイレの水を

流さなかったり、自宅の植木鉢にボーフラを湧

かせたり、公園の池で魚釣りをしても同様です。

また麻薬についてはことさら厳しく、持ってい

るだけで死刑です。他人の車にスプレーで落書

きした米国人の少年を鞭打ち刑に処し、米国の

マスコミから「非民主国家」と攻撃されたこと

さえあります。

このようにシステムを効率的に運営するため

には思い切ったルールを設定するのがこの国の

やり方です。その意味で、シンガポールは経済

学や経営学、社会学の教科書に書いてある理論

が実演されている「生きた実験室」ということ

もできます。典型的な事例として「自動車の総

量規制とピークロードプライシング」を以下に

ご紹介します。

「シンガポールでは車の値段が恐ろしく高い」

ということをお聞きになったことはありません

か。実際にカローラクラスで７００万円、ベンツ

なら２，０００万円以上します。この懲罰的ともい

える価格は、つまるところ車の総量規制に由来

しています。淡路島程度の面積の島に１人当た

りＧＤＰ４万ドルの国民５００万人がひしめくこ

の国では、もし車の保有を自由市場に委ねれば、

たちまち国中が車で埋め尽くされることは明白

です。そこでシンガポール政府は、台数を抑制

するために車両価格に匹敵するほどの高額な

税金（輸入関税、登録税、道路税など）を科す一

方、１９９０年に車両割当て制度を導入して、車を

保有するための権利（ＣＯＥ）の取得を義務付け

ました。

このＣＯＥは毎月政府が認める台数分（廃車

台数程度）が競売にかけられ、各人に売却され

ます。落札価格は毎月の需給により上下します

が、おおむね１台２００～３００万円程度（１０年間有

効）です。これらの「厳しい」措置により、国

民１人当たりの一般自動車数は０．１台に抑えら

れ、一応道路交通の快適性が保たれています。

もう一つ道路交通に関しては有名なＥＲＰ

（通過料金自動徴収）システムがあります。これ

は１９９８年に中心市街地の朝夕の渋滞を緩和すべ

く導入されたもので、日本のＥＴＣとは異なり

開閉バーはなく、一般道をまたぐ形で設置され

ています（図２）。

すべての車両はフロントガラス内側に専用の

機器を搭載し、そこに挿入された「キャッシュ

カード」と称される多目的ＩＣプリペイドカー

ドから、ゲートを通過するたびに通行料が引き

落とされる仕組みです。ゲートは街の中心部に

集中して約５０か所設置され、通行料は曜日、時

間に応じて小刻みに変動します。当然渋滞が激

しい場所や時間ほど料金も高く、まさに交通経

済学でいうところの「ピークロードプライシン
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表１ 年金制度比較

賦課方式 積立方式

拠 出 者 現在の就業者 現在の就業者

管 理 年 金 基 金 加入者別口座

受 給 者 現在の退職者 拠 出 者 本 人

グ」そのものが実演されているのです。このほ

か税金やＣＯＥが安いかわりに、夜間と土日し

か走行を許されない「オフピークカー」という

赤いナンバーの車や「パーク＆ライド」割引制

度などもあり、いわば交通渋滞という外部不経

済を、価格メカニズムにより解決しようという

様々な試みが続けられています。

いかがですか。ここまで徹底するともはや国

家ではなく一つの企業内の話のようですが、実

際にこの国は冗談半分に Singapore Inc.と称さ

れることも多く、首相はいわば社長、閣僚は役

員です。また首相（Prime Minister）のほかに上級

相（Senior Minister）というポストがあり、首相

経験者が就くのが通例ですが、これはまさに「会

長職」そのものです。

最後に初代首相で建国の父と敬愛されている

リー・クアンユーが、その著書「目覚めよ日本」

のなかでリーダーシップについて述べている言

葉を引用します。経営者の心構えとしても十分

に訴求するものがあります。

「良い指導者は必ずしも人気があるとは限らない」

「変革のためには決然たる指導陣が不可欠である」

「世論に従うのではなく、社会規律に従うべき

である」

公平で持続可能な年金制度

シンガポールの優れたシステム設計と厳格な

ルールは、年金や公務員制度にもはっきり表れ

ています。まず年金制度ですが、日本では周知

の通り公的年金制度の持続性に懸念が生じてい

ます。この先、急速に進行する少子高齢化によ

り、近い将来給付水準の維持が困難となり、最

終的には破綻のおそれもあるというものです。

企業年金に関しても同様の事情から雇用者掛金

の負担に耐えられず年金を解散したり、また終

身雇用の崩壊から加入者間の公平性に大きな欠

陥が生じています。

しかしシンガポールの年金制度にはそういっ

た問題が起こっていません。最初にお断りしま

すが、シンガポールの出生率はわずか１．２人で

日本以上に少子高齢化が進行しています。

それなのになぜ年金制度が破綻しないので

しょうか。それは年金のシステムが、日本のよ

うな賦課方式ではなく、個人別の積立方式であ

ることに由来します。つまり毎年の保険料収入

でその年の保険金支払いをするのではなく、

ちょうど民間の個人年金保険のように、自分が

支払った保険料を老後に受け取るという仕組み

です（表１）。

この積立方式にはいくつかの利点があります。

第一に「自分が支払った金額を将来確実に受給

できる」ということで、少子高齢化が進んでも

年金受取額が削られることはありません。第二

に「保険料不払いが少ない」ことがあげられま

す。シンガポールの年金はＣＰＦ（中央積立基

金）と称されていますが、その名の通り加入者

に社会保険という意識は薄く、むしろ「強制貯

蓄」と認識されています。しかもこれにはほぼ

同額の雇用者拠出が付いています。つまり保険

料の不払いは自分の貯蓄が増加しないのみなら

ず、会社が上乗せしてくれる分を放棄したこと

になり、明らかに損なのです。また拠出された

年金はＧＩＣ（シンガポール政府投資公社）やテ

マセク（Temasek Holdings）といった巨大な政府

系ファンドにより運用されており、運用益は毎

年各人の口座に利息として加算されていきます。

さらに「年金口座の当座貸越」も可能で、年金

口座を担保に政府から教育や住宅取得などの

ローンを受けることができ、いわば各人の資産

形成として機能しているのです（図３）。

またもう一つ注目すべき点として、健康保険

寄稿
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医療保険�
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をセットにしていることがあげられます。

シンガポールでは健康保険料も社会保険料に

含まれ、医療費はその都度個人別の年金口座（メ

ディセーブ口座）から引き落とされます。つま

り自分が医者にかかればそれだけ自分の年金が

減るということで、この結果各人は無駄な医療

を極力受けないようにするため、医療費の抑制

にも大きく寄与しています。

もちろん積立方式の短所もあります。最も大

きいのは「低所得者は年金受給額も低い」とい

うことで、あくまで自分で支払った分が受給金

額の基礎になるため、各人の受給額に大きな格

差が生じています。就業しなかった人は無年金

です。しかしあらためて考えてみれば、日本の

若年者のように自分が支払う保険料の半分も受

給できないのと、はたしてどちらが不公平で

しょうか。少なくとも「持続可能なシステム」

という点ではシンガポールの制度に軍配があが

ると思います。

次に公務員制度をみてみましょう。シンガ

ポールは典型的な官僚国家です。この国の優れ

た社会システムは優れた官僚によって支えられ

ています。汚職の少なさも自慢の一つで、香港

のシンクタンク「Political & Economic Risks」が

毎年発表しているランキングでは、調査開始以

来アジアで最も汚職の少ない国に位置づけられ

ています（以下香港、日本と続きます）。この背

景にあるのが世界一厳しいといわれる汚職防止

法です。どのくらい厳しいか、二、三例をあげ

てみましょう。

� 汚職で告発された者は、自分で潔癖を立証

できない限り有罪です（同法第１７条）。つま

り「疑わしきは罰す」で、立証責任は検事

側でなく被告にあります。従って日本でい

うところの「灰色高官」は全員有罪です。

� 賄賂を提供された者は、受取りを拒否する

だけではなく、その場で提供者を逮捕しな

ければなりません（同第３２条）。もし逮捕せ

ず後日発覚すると６カ月以下の禁固刑です。

� 職務権限は立件と一切関係ありません。相

手が自分の職務と無関係でも、とにかく公

務員が他人から金品を受取れば直ちに有罪

です。

何か公務員が虐げられているようにも見えま

すが、実は必ずしもそうではありません。汚職

に厳しいかわりに、この国では公務員の給与が

ずいぶん高いのです。

具体的には日本の人事院に相当する「National

Wage Council」が毎年出す勧告に従って決めら

れますが、その計算方式はこんな具合です。

� 閣僚と次官の給与は「アベレージ２４」とい

う数値に準拠します。これは民間の人気６

業種（銀行家、会計士、弁護士、設計士、

国内企業トップ、外国企業トップ）のそれ

ぞれ国内上位４人（計２４人）の平均額の３分

の２です。

� 若手幹部職員の給与は「スーパースケール

Ｇ」といって、同じく上記６業種の３２歳時

点（勤続１０年目）の国内上位１５位（計６人）の

平均額に準拠します。

このように民間のトップレベルに準拠するわ

けですから、給与面は非常に優遇されていると

言えます。例えば日本がこの方式で試算すれば、

公務員の給与は倍以上になります。従って官僚

のステータスが非常に高く、人材不足がちなこ

の国にあって常に優秀な人材を確保することに

図３ ＣＰＦのスキーム
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図４ シンガポールのＧＤＰ実質成長率推移

（注）２０１０年は予測値
（出所）ＩＭＦ

成功しています。全般的なモラルも大変に高く、

いわゆる官僚主義と無縁な国としても知られて

います。また女性の戦力化についても世界最先

端で、キャリア官僚のうち局長・部長級の６割、

課長・係長級の７割が女性です。

このような年金や人事制度は一見極端にも見

えます。しかし企業年金や人材獲得に即してみ

ればそれほど変な話でもありません。グローバ

ル経営の時代においては、その「わかりやすさ」

と「公平性」からむしろ説得力を持つのではな

いでしょうか。

景気刺激策と「国の株式」発行

ユニークなシステムは経済政策にも多く見ら

れます。最も話題を呼んだのは「New Singapore

Shares」と称された国が発行する株式です。こ

れは２００１年に米国ＩＴ不況と９．１１テロの影響

で、ＩＴと観光に大きく依存する国内経済が深

刻なリセッションに陥ったことを受け、景気振

興策の目玉として打ち出されたものです。この

１０数年間でシンガポールは、アジア通貨危機

（１９９８）、ＩＴ不況と９．１１テロ（２００１）、世界金

融危機（２００９）と三たびマイナス成長に陥りまし

たが、これはその２番目の谷です（図４）。

シンガポール経済はアジアの中でも特に輸出

依存度が高く、かつその７割をエレクトロニク

ス関連が占めているため、ＩＴ不況のインパク

トは非常に大きいのです。加えて９．１１テロで

運輸・観光などの主要業種が壊滅的な打撃を受

け、各業種とも生産調整や人員削減が本格化し、

ひいては消費者マインドの急速な悪化が最も懸

念される状態でした。因みに「New」は「新生

シンガポール」への願いを表わしたもので、過

去に同様の措置が実施されている訳ではありま

せん。

具体的には政府が総額２７億シンガポールドル

（約１，８００億円）の株式を発行して、これを無償

で国民に配り、家計補助と消費刺激に役立たせ

ようとしました。以前に日本で実施された「地

域振興券」とどことなく似ていますが、こちら

は「株式」と言うだけあって、すぐに使うので

はなく、ある期間保有して配当を受取ることを

前提にしています。さらにこれが最も株式らし

いところですが、配当率が毎年の国の経済成長

率によって上下するのです。また償還期限（５

年半）や最低配当率（３％）が設定されている点

は、通常の国債と似通っていますが、譲渡・転売

が禁止されている点は私募債の性格を持ってい

ると言えます。これを金融商品と見立てて発行

目論見書を書くなら、次のようになるでしょう。

種 別 償還特約付普通株式

発行主体 シンガポール政府

発 行 額 ２７億シンガポールドル

額 面 １シンガポールドル

発 行 日 ２００１年１１月１日

償還期限 ２００７年３月１日

発行形式 無償割当

割当対象 ２１歳以上のＣＰＦ（国民年金）加

入者全員

割当株数 月収または自宅の部屋数に応じ、

一人最低２００株から最高１，６００株

まで

配 当 率 最低保証３％プラス毎年のＧＤ

Ｐ成長率（ただし０以上）

譲 渡 不可

取引市場 非上場

ここで面白いのは、一人ひとりへの配布額が

寄稿
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表２ New Singapore Shares 配当実績

配当日 配当率（％）

２００２／３／１ １．０

２００３／３／１ ５．２

２００４／３／１ ４．１

２００５／３／１ １１．４

２００６／３／１ ９．４

２００７／３／１ １０．９

合 計 ４２．０
（出所）シンガポール財務省

「貧者優遇」の原則により、月収ないし自宅の

部屋数で決まる点です。因みに上限株数（１，６００

株）をもらえる層は、月収１，２００ドル（約８万円）

以下ないし自宅部屋数３室以下で、かつ高齢（６２

歳以上）な人です。いわば低所得者への家計補

助といった一種の社会政策的側面もあります。

では日本の地域振興券や定額給付金とはどこが

違うのでしょうか。この点に関してはおよそ次

のように考えられます。

� 地域振興券や定額給付金は直ちに財政支出

が必要ですが、株式ならとりあえず償還ま

での間、５年半の猶予があります。

� 国民からみれば、安全かつ高利回りの貯蓄

であり、「将来の不安」を和らげる効果が

期待できます。

� あえて「株式」と命名し、配当率を国のＧ

ＤＰ成長率と連動させることで、国民に国

家経済運営への参加・協調意識を持たせる

ことができます。

日本の地域振興券や定額給付金が、実際に消

費刺激に効果があったかどうか、いろいろ議論

がなされたことはご記憶でしょうが、はたして

この「国の株式」はどうでしょうか。消費者マ

インドの好転に寄与したのでしょうか。

この議論は実は大きな学術論争の対象にも

なっています。端的にいえば消費に対しては「所

得効果」が有効か「資産効果」が有効かという

論争です。

つまり地域振興券や定額給付金は、当年度の

可処分所得の増加を通じて消費を増大させ、一

方「国の株式」は資産の増加を通じて消費係数

を上昇させるという理屈です。卑近な例で言え

ば、競馬で当てた（所得効果）のと持ち株が増え

た（資産効果）のでは、どちらが消費に向かうか

という話ですが、少なくともシンガポールの

ケースではその後予想以上の消費回復がみられ

ました。この事例から企業経営へのインプリ

ケーションを探すとすれば、「固定観念にとら

われない合理的な手段」と「実施時期を逃さな

い即応性」の二つをあげたいと思います。

またこの「国の株式」は、Singapore Inc.と揶

揄されるほどの商人国家シンガポールならでは

のものですが、その発想はまさに従業員持株制

度そのものです。一般にこの制度は、�福利厚
生の一環として従業員の資産形成を図ること、

�従業員の経営参加意識を高めること、�安定
株主を形成することが目的ですが、シンガポー

ルのケースでは、会社を「国」に、従業員を「国

民」に読み替えれば、そのまま同じ効果が期待

できるというわけです。

実際に償還までの５年半の間、「国の株式」を

保有しているすべてのシンガポール国民が高配

当、すなわち国の経済成長率が少しでも高まる

ことを望んでいたことは確かですし、シンガ

ポール経済はその後のＶ字回復により立ち直り、

２００７年３月に最終償還されるまでの配当率累計

はなんと４２％にも達したのです（表２）。

その意味において企業経営的視点からは「経

営目標の設定と従業員一丸となっての達成意

識」、「インセンティブ付与と成果の分配」に関

する興味深いケーススタディだと言えます。
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おこし�

逸口香�

十円饅頭、百合羊羹�

カステラ、月餅�

千鳥饅頭、ひよこ�

あめがた�

丸ぼうろ�

成金饅頭�

ロールケーキ�

小城羊羹�

へこはずし�

長崎�
諫早�

大村�

嬉野�塩田�

佐賀�

小城�

直方�
小倉�

飯塚�

武雄�

長崎県�

佐賀県�
福岡県�

大分県�

熊本県�

シュガーロード

財団法人 九州経済調査協会
調査研究部 主任研究員

とう もと

豆本 一茂
１．砂糖の道「シュガーロード」

菓子文化を伝えた長崎街道

福岡県北九州市小倉を起点として長崎市へと

至る旧長崎街道。近年、この旧長崎街道を「砂

糖の道＝シュガーロード」と呼ぶ動きが広まり

つつある。

もともと旧長崎街道は、江戸時代に長崎・出

島のオランダ商館長が江戸に上る際の江戸参府

ルートであり、鎖国時代に長崎に荷揚げされた

砂糖を京都や江戸に運ぶ道であった。この道を

通して西洋や長崎在住の中国人の製菓技術が伝

わったことで、街道沿いの２５の宿場町には砂糖

を使った多彩な菓子文化が花開いた。

シュガーロードという名称は、雑誌「佐賀文

化」編集長の故・河村健太郎氏が１９９６年に命名

したのが最初であるとされており、その後、旧

長崎街道沿いのまちづくり団体などによって使

われるようになり広まっていった。

２００５年３月には、佐賀市のまちづくり団体で

あるＮＰＯ法人「活気会」が、「第１回シュガー

ロード検定」を実施し、新聞などでも話題になっ

た。また、０６年１１月には、同じくまちづくり団

体である小倉ロールケーキ研究会の主催により、

北九州市で「シュガーロードサミット」が開催

された。さらに、０８年には街道沿線の飯塚市に

おいてＮＰＯ団体「筑前国シュガーロード飯塚

宿」が発足した。

このような一連の流れを受けて、自治体側で

も積極的にこの動きを産業振興や観光集客に結

びつけようとの動きが出始め、０８年１０月３１日に

は旧長崎街道沿線の行政・民間団体が集まり

シュガーロード連絡協議会が発足した（事務

局：長崎市）。

菓子産業集積と観光・まちづくりの融合

小倉から長崎までの約２２４�、３県９市に跨
る旧長崎街道沿いには、長崎市の「カステラ」

をはじめ、小城市の「小城羊羹」、佐賀市の「丸

ぼうろ」など、全国的知名度を持つ伝統名菓が

数多く存在している（図１）。

また、街道沿いの飯塚市には「ひよ子饅頭」

で有名な株式会社ひよ子（福岡市、工場は飯塚

市ほか）や「チロルチョコ」の松尾製菓株式会

社（田川市、企画・販売部門はチロルチョコ株

式会社〈東京都〉として分離）など、全国区の

製菓ブランドが存在している。さらに、小城市

にはアイス菓子の「ブラックモンブラン」を製

造する竹下製菓株式会社があり、広義のスイー

ツとしては、果実を使用したゼリーなどを製造

している株式会社たらみ（長崎市）がある。これ

らの沿線に立地する菓子産業群は、県境や市町

村境を越えた広域的な産業集積として捉えるこ

とができる。

先述したように、同地域では、これらの菓子

寄稿

出所）九州経済調査協会作成

【略歴】
１９９２年 富山大学経済学部 卒業
１９９７年 九州大学大学院博士課程 単位取得退学

九州大学経済学部助手
２０００年 財団法人 九州経済調査協会 入社
２０１０年 同上 調査研究部 主任研究員
【専門分野】
地域経済論、産業論、経済地理学

図１ シュガーロード沿線の代表的菓子
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事業所統計（２００６年）
パン・菓子製造業

地域 事業所数
従業者数
（人）

北九州市 ３８ ９５６
飯塚市 １９ １，１０３
直方市 ５ ５９９
福岡地区計 ６２ ２，６５８
佐賀市 ２６ ５２４
武雄市 １２ １７１
小城市 １５ ３０６
嬉野市 ３ ７
佐賀地区計 ５６ １，００８
長崎市 ２１ ２２０
諫早市 １８ １，０８２
大村市 １０ １４５
長崎地区計 ４９ １，４４７

シュガーロード計 ２８５ ８，７７９

工業統計推計（２００６年）
菓子製造業

地域
従業者数
（人）

製造品出荷額等
（百万円）

北九州市 １，４６１ ２０，３４１
飯塚市
直方市
福岡地区計
佐賀市 ６５３ ７，７９９
武雄市
小城市
嬉野市
佐賀地区計
長崎市 ９７２ ８，８９２
諫早市
大村市
長崎地区計

シュガーロード計 ３，０８６ ３７，０３２

注１）菓子製造業：０９７２生菓子製造業、０９７３ビスケット類・干菓子製造業、０９７４
米菓製造業、０９７９その他のパン・菓子製造業。

出所）総務省『事業所・企業統計調査』、経済産業省『工業統計表（産業細分類別
統計表）』より筆者推計。

表１ シュガーロードの従業者数、製造品出荷額の推計

産業集積を新たな地域資源・観光資源と捉え、

まちづくりや観光振興に活かそうとしている。

シュガーロードは、既存産業を新たな枠組で捉

え直すことによって、まちづくりや観光との融

合を図り、街道沿いの企業・自治体間での広域

的な連携を生み出す基盤になりつつある。その

意味で、シュガーロードをキーワードとした広

域連携の広がりは、一種の地域プラットフォー

ムのような機能を果たしつつあるといえるであ

ろう。

スイーツ・ブームを背景に伸びる菓子市場

近年、日本は、過去何度目かのスイーツ・ブー

ムにある。２０００年代になり、一連のカリスマ・

ブームや消費者の本物志向の高まりを受け、菓

子職人（パティシエ）ブームが起きた。その際に、

有名店のパティシエによる高級洋菓子などを既

存の菓子と区別して「スイーツ」と呼ぶように

なり、０５年頃に女性雑誌を中心に洋・和菓子を

問わず菓子一般をスイーツと呼ぶことが普及し

ていった。

経済産業省『工業統計表』により日本の菓子

製造業の現状をみると、２００７年（従業者４人以

上の事業所）で事業所数５，０２０、従業者数１７万

７，４１７人、製造品出荷額等３兆４３０億円となって

いる。事業所数については一貫して減少傾向に

あるものの、景気拡大やスイーツ・ブームの影

響もあり、従業者数では１９９９年、製造品出荷額

等では２００２年を底に上昇に転じている。

福岡、佐賀、長崎の３県における菓子製造業

の出荷額は２００７年で１，３９２億円（全国シェア

４．４％）となっており、全国と同様に００年以降は

わずかではあるが増加傾向にある。全国に比べ

九州３県における特徴としては、菓子出荷額に

占める洋生菓子と和生菓子の占める割合が高い

ことが挙げられる（九州３県：洋生菓子３８．５％、

和生菓子２３．４％、全国：洋生菓子２２．７％、和生

菓子１８．７％）（図２）。

これは、九州３県には、全国流通しているよ

うなナショナルブランドの大手菓子メーカーが

少なく、小規模な街のケーキ屋や和菓子屋が大

半を占めていることが要因となっている。

なお、『工業統計表』では市町村別の産業細

分類の統計は非公開であるため、シュガーロー

ド地域における当該産業の規模を正確に把握す

ることはできない。そこで、２００６年の総務省『事

業所・企業統計調査』と『工業統計表』をもと

に当該地域の菓子製造業の規模を推計すると、

０６年時点で従業者数３，０８６人、製造品出荷額等

３７０億３，２００万円程度であると推測される（表１）。

２．シュガーロードの存立基盤・競争力の源泉

長い歴史を持つ伝統名菓とそれをつなぐ物語

シュガーロードの強みの１つは、長い歴史が

あるブランド力を持った伝統名菓の存在である。

これらの伝統名菓は既に全国的な知名度を持ち

出所）経済産業省『工業統計表（品目編）』より作成

図２ 菓子産業の出荷額の推移
（福岡県、佐賀県、長崎県）
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各地の名産品や土産物として定着している。重

要なことは、これらの伝統名菓の多くが長崎街

道＝シュガーロードにまつわる物語を持ってい

ることにある。

例えば、ポルトガルから伝えられ約４５０年も

の歴史を持つ南蛮菓子の代表カステラ（長崎市）、

同じく３００年前にポルトガルから伝来した丸ぼ

うろ（佐賀市）、中国の羊肉スープの煮凝りを源

流として１７世紀頃に現在の形となり、戦前は炭

鉱や軍隊の携帯非常食としても用いられた小城

羊羹（小城市）といった具合である。

観光における物語の重要性が指摘されるよう

になって久しい。風景や建物、食べ物といった

観光資源に歴史的な由緒由来といった物語が付

加されることで、単に名所を見て回るだけでは

得られない意味づけがそこに加わり、各々の資

源の魅力が高まる。

旧長崎街道にまつわる歴史的な物語の存在は、

各地の観光資源に深みを与えるとともに、街道

沿いに点在する名菓を結びつける役割も果たし

ている。また歴史的物語の存在は広域連携の基

盤となるだけでなく、菓子産業と観光・まちづ

くりとの融合性を高める効能もある。

堅実な地域マーケットと菓子消費文化

２つ目の強みは、堅実な地域マーケット、言

い換えれば地元住民の菓子消費文化の存在であ

る。数世紀にもわたって老舗店が伝統名菓を作

り続けることができたのは、これらを支える強

固なローカルマーケットがあったからであり、

街道沿いの菓子消費文化が当該産業を下支えし

ている。

総務省『家計調査』をもとに２００６～０８年平均

の１世帯当りの菓子に対する年間支出金額をみ

ると、羊羹では佐賀市が全国１位で２，０２５円（全

国平均の２．５倍）、カステラでは、長崎市が全国

１位で６，６１９円（全国平均の７．１倍）と他地域を圧

倒しており、地元住民によって地域の名菓が支

えられていることが分かる。

また、かつて炭鉱で栄えた飯塚市や直方市に

名菓が生まれた背景には、石炭景気に加え、労

働で疲れた炭鉱労働者に甘いものが好まれたこ

とがある。同様に、高度成長期に日本の四大工

業地帯と呼ばれた北九州市も、工場労働者が多

く、甘いものが好まれる食文化が根付いたとい

われている。

ネーミングによるイメージ構築

故・河村健太郎氏によって命名された「シュ

ガーロード」は、今では街道各地の多くのイベ

ントで冠されるようになっており、従来の「長

崎街道」という名称を越える広がりを持ちつつ

ある。商品や観光地のブランド構築やイメージ

戦略におけるネーミングの重要性については、

もはや語るまでもないであろう。

第３の強みは、この新しい名前によってイ

メージ構築を成し遂げたことにある。「長崎街

道」は由緒ある名称であるが、そのイメージは、

あくまで歴史的・伝統的なものであり、そこか

ら連想される菓子はやはり和菓子・伝統名菓に

限定される。しかし、「シュガーロード」であ

れば、和菓子・伝統名菓だけでなく、洋菓子や

ゼリーなど様々な菓子・スイーツを取り込むこ

とが可能になる。これは、近年の和洋を問わな

いスイーツブームにもマッチしている。例えば、

地元に新しい名物を作ろうと独自のまちおこし

活動を行っていた小倉ロールケーキ研究会が、

後にシュガーロード連絡協議会に参加するよう

になったように、沿線地域の多様な活動を取り

込める柔軟性を生み出している。

また、長崎市では、以前から「長崎街道」を

キーワードとして街道沿線の市町村との観光な

どでの連携事業等を提案してきた。しかしなが

ら、自治体間連携という面では、その成果はあ

まり大きくないという。それは、地方自治体の

問題ともいえるが、「長崎」の名前が入る事業

には他県の自治体は積極的に関わり難かったた

めである。しかし、「シュガーロード」であれ

ば、他県の自治体の協力も格段に得やすくなり、

冒頭で述べたシュガーロード連絡協議会の設立

をはじめ連携体制の構築もスムーズになったと

いう。これも単なる名称の変更にとどまらない

新しいネーミングの持つ効果の１つであると考

えられる。

寄稿
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後継者難により減少する和菓子製造業者

一方で、菓子製造業、特に和菓子などの伝統

名菓を作る事業者では、他の地場中小企業と同

じく、後継者難によって事業所数の減少が続い

ている。もともとナショナルブランドなど一部

の大手企業を除き、菓子製造業者の多くは中小

零細事業者であり、２００５年の工業統計によれば、

全国では当該産業の全事業所のうち６７．３％が従

業者数１０人以下の事業所となっており、さらに

その半分に当たる全体の３５．６％を従業者３人以

下の零細事業者が占めている。

シュガーロード沿線地域においても、後継者

難による事業者の減少は深刻であり、従業者数

４人以上の事業所に限ってみても福岡、佐賀、

長崎の３県における菓子製造業の事業所数は、

１９９０～２００７年で約３割減少している。

和菓子を中心とする伝統名菓の多くは、地元

固定客を対象とした地域密着型の経営スタイル

を取っており、その土地の生活文化に深く根付

き一般家庭における需要は底堅い。しかしなが

ら近年では消費者の嗜好性の多様化が進んだこ

とや、土産・贈答需要といった部分で和生菓子

市場はやや停滞している感は否めない。

福岡、佐賀、長崎３県の和生菓子の出荷額（従

業者数４人以上）をみると、２００７年と１９９０年で

は出荷額はほとんど伸びておらず、菓子出荷額

全体に占める割合では９０年の２７．８％から、２００７

年には２３．４％に低下している。これは、一連の

パティシエ・ブームやスイーツ・ブームなどを

受けて新規参入が増加している洋生菓子が出荷

額で４３．３％増となり、菓子出荷額全体に占める

シェアも３１．５％から３８．５％に拡大したのに比べ

ると対照的である。

３．菓子・観光クラスターの形成に向けて

菓子製造業における地域性の再構築

観光やまちづくりとの結びつきを強く指向す

るシュガーロード沿線地域の活動は、結果とし

て、菓子の地域性や歴史的結びつきを再確認し、

再発見することに繋がっている。

各地の菓子を観光資源やまちづくり資源とし

て見直すことは、単なる菓子産業の振興にとど

まらず、地元食材の積極的活用など地域資源の

再発見、いわゆる「地産地消」にも繋がる可能

性を持っている。これは、近年の消費者の食の

安全・安心に対する関心の高まりや本物志向、

ご当地グルメブームなどに代表される近年の消

費トレンドにも沿うものであり、今後のさらな

る展開・発展可能性が見込めると思われる。

多くの歴史ある地場産業がそうであったよう

に、当初は「砂糖」という地域資源を活用しつ

つ発展してきたシュガーロードの菓子産業も、

時代とともに原材料の入手先が多様化し、地域

資源の活用という意味での地域との紐帯を失っ

てしまった。まちづくりや観光に活かすために

地元の菓子産業の歴史を再認識することは、歴

史という地域資源を通じて菓子産業が再び地域

との結びつきを取り戻し、産業の地域性を再構

築することに繋がっている。

さらなるＰＲが課題

今後、シュガーロードが真の菓子・観光クラ

スターへと発展していくためには、観光振興の

常道ではあるが、全国的な知名度の向上が課題

になると思われる。新聞や雑誌などのメディア

で目にする機会が以前より増えたとはいえ、

「シュガーロード」の名前は地元住民において

も十分に浸透しているとは言い難い。また、菓

子製造業者自体にも十分に名前が浸透している

とはいえない状況にある。

シュガーロード連絡協議会ができたことで今

後は対応窓口が一本化され、ＰＲ活動などもや

りやすくなる。そのため、徐々にではあるが、

名前の浸透が図られていくものと思われる。ま

た、シュガーロードの名前が広く浸透すれば菓

子製造業者の側でもこれに関連した取り組みが

増えるものと期待される。

菓子製造業と観光・まちづくりが真に連携・

融合し、地域の自立的発展に資するような地域

産業となるよう、シュガーロードの今後の発展

に期待したい。
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福岡 熊本
長崎

ＢＳＩ調査による景況感の変化

福岡県、熊本県、長崎県の企業を対象に行いました「企業動向調査アンケート（２０１０年７月実
施）」を基に、３県企業の景況感の他、企業における経営課題やその対応策、業界における新し
い動きなどについてレポートします。
なお、詳細資料についてはＨＰ（http://www.fukuoka-fg.com/tyosa/index.htm）にてご覧いただけます。

１．３県企業の景況感

４～６月期は、福岡県、熊本県で「改善」

内閣府が公表した２０１０年４～６月期のＧＤＰ

（２次速報値）では、物価変動を除いた実質成長

率で前期比０．４％増（年率換算１．５％増）となりま

した。２００９年１０～１２月期（年率換算３．４％増）か

ら３期連続でプラス成長は維持されていますが、

伸び率は鈍化しています。

前回調査（１０年４月）時の実績値である、１～

３月期の３県（福岡県、熊本県、長崎県）の企業

景況感の動きは、３県ともに改善の動きがみら

れたことに対し、１０年７月に実施した調査では、

福岡、熊本両県で「改善」、長崎県で「横ばい」

となりました。

本調査では、３県（福岡、熊本、長崎）の企業

約１，１００社を対象に実施した、景況感アンケー

トの結果についてレポートします。

■実績

まず、３県全体（福岡、熊本、長崎）の業況Ｂ

ＳＩ「２０１０年４～６月期実績」をみると（図１）、

福岡県で＋４（前期比＋５）、熊本県で＋１６（同

＋３）、長崎県で▲１７（同±０）と、福岡県、熊

本県でそれぞれ改善し、長崎県は横ばいとなり

ました。

福岡県では製造業のうち海外向け需要の伸び

から生産が好調だった鉄鋼・非鉄や電子部品・

電気機械で、非製造業ではホテル・旅館や不動

産、サービス等で業況判断が好転しています。

熊本県については、製造業のうち半導体製造装

置等の生産が伸びた一般機械や金属製品で改善

の動きが見られました。また、長崎県について

は横ばいながらも、ゴールデンウィーク中観光

客で賑わったホテル・旅館のほか、漁業や運

輸・倉庫等非製造業を中心に回復の動きが見ら

れました。

■見込み・予想

続く７～９月期（見込み）では、福岡県は＋３

（前期比▲１）、続く１０～１２月期（予想）は＋５（同

＋２）とほぼ横ばいで推移しています。熊本県

は７～９月期（見込み）は±０（同▲１６）、１０～１２

月期（予想）も▲７（同▲７）と、大幅な落ち込み

が見られました。これは、１～３月期に大幅な

改善が見られた電子部品・電気機械、輸送用機

械等において生産調整の可能性があること等が

要因として考えられます。また、長崎県は７～

９月期（見込み）で▲１９（同▲２）、１０～１２月期（予

想）では▲２０（同▲１）と、ほぼ横ばいながらも

先行きはやや低下傾向を見込んでいます。

図１ 業況ＢＳＩの推移（全産業）

表１ 回答企業の業種別構成

業 種 企業数 構成比（％） 業 種 企業数 構成比（％）
食料品 ２８ ５．７ 漁業 ５ １．０
繊維製品 ６ １．２ 建設業 ６８ １３．８

化学・石油製品 １４ ２．８ 卸売業 ５３ １０．８
生コン・窯業・土石 ３３ ６．７ 小売業 ５７ １１．６
鉄鋼・非鉄 １６ ３．２ 不動産業 １７ ３．４
金属製品 ２８ ５．７ 運輸・倉庫業 ３２ ６．５
一般機械 ２５ ５．１ ホテル・旅館業 １９ ３．９

電子部品・電気機械 ２１ ４．３ サービス業 ４１ ８．３
輸送用機械 ２２ ４．５ その他 ０ ０．０
その他製造業 ８ １．６ 合 計 ４９３１００．０

※繊維製品、漁業、窯業については長崎県のみ。
※鉄鋼・非鉄については福岡県・長崎県のみ。

地域経済調査
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今後の見通しは、プラス圏内で横ばいを維持

する福岡県、下振れ傾向の熊本県、横ばい圏な

がらやや先行き低下を見込む長崎県と、それぞ

れ異なる予想となっています。

業種別でみると、福岡県については、製造業

で化学・石油製品、生コン、鉄鋼・非鉄等多く

の業種で一進一退の動きを示しており、業況の

改善にばらつきが見られますが、非製造業では

建設、小売、ホテル・旅館で業況の改善を予想

しています。熊本県は、１～３月期にＢＳＩが

プラスに転じた製造業において、生コンや化

学・石油製品、一般機械、輸送用機械で今後の

国内需要低下の見込み等から先行き悪化の業況

判断です。また、非製造業でも建設、卸売、小

売、不動産、サービスでＢＳＩがマイナス圏で

推移するなど、業況の下振れが予想されていま

す。長崎県については、７～９月期（見込み）と

１０～１２月期（予想）において、多くの業種でＢＳ

Ｉが上下しており、前回調査に引き続き企業の

業況見通しが不安定であることが窺えます。

３県の業況ＢＳＩについては、福岡県および

長崎県はそれぞれ横ばいで推移する見込みと

なっています。一方、熊本県は小売や不動産等、

前回調査で回復の幅が大きかった業種だけでな

く、その他の業種でも業況の悪化が見込まれて

おり、先行きは大幅に下振れする見込みです。

■製造業

次に、製造業と非製造業に分けてみると、４

～６月期の製造業は、福岡県で＋１４（前期比＋

６）、熊本県で＋３２（同＋２）と改善しています

が、長崎県は金属製品、窯業、土石の悪化から

▲２３（同▲１６）とＢＳＩは大幅に低下しています

（図２）。

７～９月期（見込み）及び１０～１２月期（予想）に

ついて見ると、福岡県は７～９月期（見込み）に

＋１３（同▲１）となった後、１０～１２月期（予想）で

は＋１５（同＋２）とやや改善していますが、熊本

県は、７～９月期（見込み）は＋１５（同▲１７）、１０

～１２月期（予想）では＋６（同▲９）と、今後の業

況の下振れを予想する見方が多かったことから、

プラス水準は維持しながらも先行きの業況判断

は悪化しています。一方、長崎県は７～９月期

（見込み）に▲１８（同＋５）、１０～１２月期（予想）に

は▲１６（同＋２）とやや改善の動きとなる見込み

です（図２）。

業種別での動きをみると、福岡県は７～９月

期（見込み）と１０～１２月期（予想）では、改善の動

きにばらつきが見られます。熊本県では、４～

６月期は輸送用機械、化学・石油製品、一般機

械でプラスを維持したほか、金属製品でも大幅

に改善し、ＢＳＩはプラスに転じました。しか

し７～９月期（見込み）以降、生コンで７～９月

期（見込み）、１０～１２月期（予想）ともに▲１００と

大幅に悪化したほか、受注低下の見込み等から

化学・石油製品、一般機械、輸送用機械でもマ

イナス幅が拡大しています。長崎県も４～６月

期では大半の業種が悪化しましたが、７～９月

期（見込み）では鉄鋼・非鉄や輸送用機械等一部

大幅な悪化を予想する業種を除き、需給の回復

等により、大半の業種で業況は改善する見込み

です。また１０～１２月期（予想）でも引き続き受注

等の回復が見込まれており、改善が予想されて

います。

■非製造業

非製造業については、福岡県が横ばいで推移

している一方で、熊本、長崎両県は悪化してい

ます（図３）。４～６月期は、福岡県で▲５（前

期比＋３）、長崎県で▲１４（同＋８）と改善が見

られましたが、熊本県で▲２（同▲２）と悪化し

ています。

要因としては、ゴールデン・ウィーク期間中

天候に恵まれたことや高速道路のＥＴＣ利用時

図２ 業況ＢＳＩの推移（製造業）
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の休日特別割引制度（上限１，０００円）の実施等も

あって、福岡県ではホテル・旅館等が好調に推

移したほか、長崎県についても観光客の増加に

より、ホテル・旅館や卸売、小売等で改善が見

られました。熊本県については、年度明け等の

季節的要因もあり、建設や卸売、小売等が落ち

込みました。

７～９月期（見込み）については、福岡県は▲

５（同±０）と横ばいとなりましたが、熊本県で

は前期好調だった小売のほか、ホテル・旅館等

での悪化見込みにより▲１８（同▲１６）に低下、同

様に長崎県でも漁業やホテル・旅館等の先行き

懸念等から▲２０（同▲６）とＢＳＩは前期比マイ

ナスとなっています。

１０～１２月期（予想）については、福岡県が▲５

（同±０）、長崎県は▲２１（同▲１）と横ばいで推

移していますが、熊本県は、建設や小売で７～

９月期（見込み）に引き続いて、受注減少の見込

み等から▲２３（同▲５）へ低下しています。

業種別で見ると、建設については、国等から

の大型公共工事が相次いだ福岡県では回復傾向

が見られるのに対し、熊本県、長崎県は公共工

事削減の動きの中で回復材料に乏しく、今後も

厳しい状況が見込まれています。運輸・倉庫は、

景気の先行き懸念に伴う荷動きの鈍化が見込ま

れる中、熊本県では横ばい、福岡県、長崎県で

は悪化を見込んでいます。また、ホテル・旅館

では、坂本龍馬関連のイベント効果により観光

業が活況となった長崎県で、今後は観光需要も

落ち着く見込みであること等から先行き悪化、

福岡県は改善の見通し、熊本県では年末に向け

て今後一進一退を見込むというように、三県そ

れぞれ異なる状況となっています。

■総括

全産業（製造業＋非製造業）ベースの県別での

景況感の動きをまとめると、０９年以降３県とも

徐々に回復傾向にあった景況感は、１～３月期

に急回復しました。４～６月期以降は、福岡県

ではプラス水準、長崎県ではマイナス水準と水

準は異なるもののそれぞれ横ばいを見込んでお

り、業況に大きな変化がない見通しとなってい

ます。一方、熊本県は４～６月期こそ福岡県、

長崎県と同様に横ばいで推移したものの、７～

９月期以降ＢＳＩは低下しており、先行きの厳

しさが窺えます。

２．環境ビジネスや環境への取り組み

●環境ビジネス等への取り組み内容

取り組んでいる企業の多くは他社のサービス等

を利用

環境ビジネスや環境への取り組みについて尋

ねたアンケート結果の中で、「特に何もしてい

ない（４５．９％）」以外で最も回答率が高かったの

は、「自社内において他社のサービス等を利用

し、環境対策に取り組んでいる（２３．１％）」で、

業種では小売や建設で多くなっています（図４）。

また、「事業として環境ビジネスに取り組み、

製品やサービス等を提供している（２０．１％）」が

建設や卸売、小売、生コン・窯業・土石で多く、

「今後、事業として環境ビジネスへの取り組み

について検討している（１０．９％）」でも建設業が

多くなっています。

環境ビジネスや環境への取り組みについては、

図３ 業況ＢＳＩの推移（非製造業）

図４ 環境ビジネスや環境への取り組み

地域経済調査
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特に何もしていない企業がおよそ半数を占めて

いますが、何かしらの取り組みをしている企業

においては、環境関連の製品やサービスを利用

している企業の割合が多くなっています。また、

今後事業として環境ビジネスへの参入を検討し

ている企業もあり、事業としての環境分野への

取り組みもこれから拡大すると思われます。

●環境ビジネス展開のために必要な施策（複数

回答）

求められる行政等による支援の強化

前問で「事業として環境ビジネスに取り組み、

製品やサービス等を提供している」、もしくは

「今後、事業として環境ビジネスへの取り組み

について検討している」と回答された企業に対

し、今後環境ビジネスを展開するにあたり必要

な施策について尋ねました。その際、最も回答

率が高かったのは、「補助金など行政等による

支援の強化（７１．２％）」で、業種別でみると、製

造業では繊維製品、鉄鋼・非鉄、輸送用機械、

電子部品・電気機械、非製造業では、漁業やホ

テル・旅館、小売や運輸・倉庫等で多くなって

います。以下「販路先の確保（５２．０％）」、「技術

開発・販路開拓等のための他企業・機関との連

携（４２．４％）」の順となっています（図５）。

このように環境ビジネスを展開するためには、

補助金などの公的なサポートのほか、他企業等

との連携や協力が求められています。

●環境対策として自社内で取り組んでいるもの

（複数回答）

省エネルギー設備・機器の導入等取り組みやす

い手法を活用

「自社内において他社のサービス等を利用し、

環境対策に取り組んでいる」と回答した企業に

対し、その内容について尋ねたアンケートによ

ると、上位項目は「省エネルギー設備・機器の

導入（６２．６％）」、「リサイクル・リユースの実践

（５２．７％）」、「環境認証の取得（ＩＳＯ、エコア

クション２１）（３０．０％）」となっています。

このように自社での取り組みについては、環

境対策として比較的取り組みやすい手法を活用

していることが窺えます。

また「太陽光発電の利用（９．９％）」は全体の

１割程度となっていますが、調査月報２０１０年９

月号でも紹介したとおり、太陽光発電に関して

は、政府による支援策が拡充される方針が示さ

れていることから、今後取り組み企業も増えて

いくものと思われます。

（池田 晋介）

図５ 環境ビジネス展開に必要な施策

図６ 環境対策として自社内で取り組んでいるもの
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３．各種ＢＳＩの動向（３県）

【調査の概要】
１．調査対象
�福岡県、熊本県、長崎県の３県に所在する企業。
�３県の業種別構成比を基に無作為抽出。
福岡県４２３社（回答企業１５３社 回収率３６．２％）
熊本県２３４社（回答企業８９社 回収率３８．０％）
長崎県４６１社（回答企業２５１社 回収率５４．４％）

２．調査時点：２０１０年７月下旬～８月上旬

３．調査方法
�調査対象期間
２０１０年４～６月期：実績、１０年７～９月期：見込み、
１０年１０～１２月期：予想
�分析方法
各期について、前年同期と比較して業況が「良い」と答えた企
業割合から「悪い」と答えた企業割合を差し引いた指数（ＢＳＩ）
を基に経済動向を予測

図７ 売上高と経常利益

図８ 仕入価格、販売価格

図９ 在庫、操業度・稼働率

●売上高と経常利益
◆全産業：売上高、経常利益ともに、７～９月
期（見込み）、１０～１２月期（予想）に減少を予想
しています。

◆製造業：４～６月期以降、悪化を見込んでい
るのは、売上高は化学・石油製品、一般機械
輸送用機械、経常利益では金属製品、電子部
品・電気機械、輸送用機械となっています。

◆非製造業：４～６月期以降、悪化を見込んで
いるのは、売上高では建設、小売、運輸・倉
庫、経常利益は、小売、運輸・倉庫、サービ
スとなっています。

●仕入価格と販売価格
◆全産業：仕入価格は前年を上回る水準で、販
売価格は前年を下回る水準ながら、それぞれ
横ばいで推移することを予想しています。

◆製造業：仕入価格は、食料品、繊維製品、一
般機械が先行き上昇を予想、販売価格は食料
品、繊維製品、鉄鋼・非鉄で上昇を見込んで
います。

◆非製造業：仕入価格はほとんどの業種で先行
き上昇、販売価格は小売が先行き低下を予想
しています。

●在庫と操業度・稼働率
◆全産業：在庫は４～６月期に一旦増加したも
のの適正水準近くまで減少しており、操業
度・稼働率は１～３月期に改善した一方で４
～６月期以降は再び低下が予想されています。

◆製造業：在庫は約９割が適正で推移すると回
答しています。操業度・稼働率は化学・石油
製品、電子部品・電気機械、輸送用機械で低
下を見込んでいます。

◆非製造業：４～６月期以降、低下が見込まれ
ているのは、操業度・稼働率では小売、不動
産、運輸・倉庫となっています。

地域経済調査
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参考資料：各種ＢＳＩの詳細

（単位：％、ポイント）

熊本県
２０１０年１～３期（実績） ２０１０年４～６期（実績）

差異
２０１０年７～９期（見込み） ２０１０年１０～１２期（予想）

改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ
全 産 業 ３９．５ ３４．２ ２６．３ １３．２ ４２．７ ３０．３ ２７．０ １５．７ ２．６ ２８．７ ４２．５ ２８．７ ０．０ ２０．９ ５１．２ ２７．９ ▲７．０
製 造 業 ４８．５ ３３．３ １８．２ ３０．３ ５３．２ ２５．５ ２１．３ ３１．９ １．６ ４０．４ ３４．０ ２５．５ １４．９ ２９．８ ４６．８ ２３．４ ６．４

食料品 ３３．３ ４４．４ ２２．２ １１．１ ９．１ ５４．５ ３６．４▲２７．３▲３８．４ ９．１ ５４．５ ３６．４▲２７．３ ２７．３ ５４．５ １８．２ ９．１
化学・石油製品 ６６．７ ３３．３ ０．０ ６６．７ ８３．３ ０．０ １６．７ ６６．７ ０．０ ６６．７ ０．０ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０

生コン ３３．３ ０．０ ６６．７▲３３．３ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７▲３３．３ ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０
金属製品 ２０．０ ４０．０ ４０．０▲２０．０ ６６．７ ２２．２ １１．１ ５５．６ ７５．６ ４４．４ ４４．４ １１．１ ３３．３ ３３．３ ５５．６ １１．１ ２２．２
一般機械 ４０．０ ６０．０ ０．０ ４０．０ ７５．０ １２．５ １２．５ ６２．５ ２２．５ ５０．０ ５０．０ ０．０ ５０．０ ３７．５ ５０．０ １２．５ ２５．０

電子部品・電気機械 ６６．７ ３３．３ ０．０ ６６．７ ４０．０ ４０．０ ２０．０ ２０．０▲４６．７ ４０．０ ２０．０ ４０．０ ０．０ ２０．０ ６０．０ ２０．０ ０．０
輸送用機械 １００．０ ０．０ ０．０ １００．０ １００．０ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０ ８０．０ ２０．０ ０．０ ８０．０ ４０．０ ４０．０ ２０．０ ２０．０

非 製 造 業 ３２．６ ３４．９ ３２．６ ０．０ ３１．０ ３５．７ ３３．３ ▲２．４ ▲２．４ １５．０ ５２．５ ３２．５▲１７．５ １０．３ ５６．４ ３３．３▲２３．１
建設業 １８．２ ６３．６ １８．２ ０．０ ２５．０ ４１．７ ３３．３ ▲８．３ ▲８．３ ０．０ ６３．６ ３６．４▲３６．４ ０．０ ５４．５ ４５．５▲４５．５
卸売業 ２５．０ １２．５ ６２．５▲３７．５ １２．５ ２５．０ ６２．５▲５０．０▲１２．５ ２８．６ ２８．６ ４２．９▲１４．３ １４．３ ５７．１ ２８．６▲１４．３
小売業 １００．０ ０．０ ０．０ １００．０ ５７．１ ４２．９ ０．０ ５７．１▲４２．９ １４．３ ７１．４ １４．３ ０．０ １４．３ ４２．９ ４２．９▲２８．６
不動産業 ２０．０ ８０．０ ０．０ ２０．０ ０．０ ７５．０ ２５．０▲２５．０▲４５．０ ０．０ ５０．０ ５０．０▲５０．０ ０．０ ５０．０ ５０．０▲５０．０

運輸・倉庫業 ３３．３ １６．７ ５０．０▲１６．７ ４０．０ ４０．０ ２０．０ ２０．０ ３６．７ ４０．０ ４０．０ ２０．０ ２０．０ ２０．０ ８０．０ ０．０ ２０．０
ホテル・旅館業 ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ６６．７ ０．０ ３３．３ ３３．３ ５８．３ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ５０．０ ５０．０ ０．０ ５０．０
サービス業 ４０．０ ２０．０ ４０．０ ０．０ ３３．３ ０．０ ６６．７▲３３．３▲３３．３ ０．０ ６６．７ ３３．３▲３３．３ ０．０ ６６．７ ３３．３▲３３．３

（単位：％、ポイント）

長崎県
２０１０年１～３期（実績） ２０１０年１～３期（実績）

差異
２０１０年４～６期（見込み） ２０１０年７～９期（予想）

改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ
全 産 業 ２１．５ ３９．８ ３８．６▲１７．１ ２０．２ ４３．１ ３６．７▲１６．５ ０．６ １４．６ ５１．８ ３３．６▲１９．０ １１．３ ５７．５ ３１．２▲１９．８
製 造 業 ２５．９ ４１．２ ３２．９ ▲７．１ １７．７ ４１．８ ４０．５▲２２．８▲１５．７ １５．２ ５１．９ ３２．９▲１７．７ １３．９ ５５．７ ３０．４▲１６．５

食料品 ７．７ ６１．５ ３０．８▲２３．１ ２５．０ ５０．０ ２５．０ ０．０ ２３．１ １２．５ ７５．０ １２．５ ０．０ １２．５ ７５．０ １２．５ ０．０
繊維製品 ３３．３ ５０．０ １６．７ １６．７ ３３．３ ５０．０ １６．７ １６．７ ０．０ ３３．３ ６６．７ ０．０ ３３．３ ０．０ ６６．７ ３３．３▲３３．３
窯業 ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０▲２５．０ ５０．０ ２５．０ ２５．０ ２５．０ ０．０ ５０．０ ５０．０▲５０．０
土石 ２９．４ ３５．３ ３５．３ ▲５．９ ５．３ ３６．８ ５７．９▲５２．６▲４６．７ ０．０ ４７．４ ５２．６▲５２．６ １０．５ ５２．６ ３６．８▲２６．３

鉄鋼・非鉄 １６．７ ０．０ ８３．３▲６６．７ １６．７ １６．７ ６６．７▲５０．０ １６．７ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７ １６．７ ３３．３ ５０．０▲３３．３
金属製品 ３３．３ １６．７ ５０．０▲１６．７ ０．０ ５０．０ ５０．０▲５０．０▲３３．３ ０．０ ７５．０ ２５．０▲２５．０ ２５．０ ６２．５ １２．５ １２．５
一般機械 ２８．６ ２８．６ ４２．９▲１４．３ ３３．３ １６．７ ５０．０▲１６．７ ▲２．４ ５０．０ ０．０ ５０．０ ０．０ １６．７ ３３．３ ５０．０▲３３．３

電子部品・電気機械 ６０．０ ２０．０ ２０．０ ４０．０ ５０．０ ０．０ ５０．０ ０．０▲４０．０ １００．０ ０．０ ０．０ １００．０ ５０．０ ５０．０ ０．０ ５０．０
輸送用機械 ７．７ ６９．２ ２３．１▲１５．４ ３０．０ ６０．０ １０．０ ２０．０ ３５．４ ０．０ ８０．０ ２０．０▲２０．０ １０．０ ６０．０ ３０．０▲２０．０
その他製造業 ４４．４ ４４．４ １１．１ ３３．３ ０．０ ７５．０ ２５．０▲２５．０▲５８．３ ０．０ ６２．５ ３７．５▲３７．５ １２．５ ６２．５ ２５．０▲１２．５
非 製 造 業 １９．３ ３９．２ ４１．６▲２２．３ ２１．３ ４３．８ ３４．９▲１３．６ ８．７ １４．３ ５１．８ ３３．９▲１９．６ １０．１ ５８．３ ３１．５▲２１．４

漁業 １６．７ ３３．３ ５０．０▲３３．３ ４０．０ ４０．０ ２０．０ ２０．０ ５３．３ ０．０ ８０．０ ２０．０▲２０．０ ２０．０ ８０．０ ０．０ ２０．０
建設業 ２５．０ ３３．３ ４１．７▲１６．７ １７．１ ４５．７ ３７．１▲２０．０ ▲３．３ １４．３ ３７．１ ４８．６▲３４．３ １４．３ ２２．９ ６２．９▲４８．６
卸売業 １３．３ ４０．０ ４６．７▲３３．３ ２３．３ ３３．３ ４３．３▲２０．０ １３．３ １９．４ ４５．２ ３５．５▲１６．１ １２．９ ６４．５ ２２．６ ▲９．７
小売業 ２３．１ ３０．８ ４６．２▲２３．１ ２１．２ ４５．５ ３３．３▲１２．１ １１．０ １８．８ ５６．３ ２５．０ ▲６．３ ９．４ ６５．６ ２５．０▲１５．６
不動産業 ０．０ ８０．０ ２０．０▲２０．０ ０．０ ８０．０ ２０．０▲２０．０ ０．０ ０．０ ８０．０ ２０．０▲２０．０ ２０．０ ６０．０ ２０．０ ０．０

運輸・倉庫業 １３．６ ３６．４ ５０．０▲３６．４ ２０．０ ５０．０ ３０．０▲１０．０ ２６．４ １５．０ ５０．０ ３５．０▲２０．０ ５．０ ６５．０ ３０．０▲２５．０
ホテル・旅館業 ７．７ ３８．５ ５３．８▲４６．２ ３３．３ ２５．０ ４１．７ ▲８．３ ３７．８ ９．１ ４５．５ ４５．５▲３６．４ ９．１ ４５．５ ４５．５▲３６．４
サービス業 ２８．６ ５０．０ ２１．４ ７．１ ２０．７ ４８．３ ３１．０▲１０．３▲１７．５ １０．３ ６５．５ ２４．１▲１３．８ ３．４ ８２．８ １３．８▲１０．３

（単位：％、ポイント）

福岡県
２０１０年１～３期（実績） ２０１０年４～６期（実績）

差異
２０１０年７～９期（見込み） ２０１０年１０～１２期（予想）

改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ 改善 不変 悪化 ＢＳＩ
全 産 業 ３４．２ ３１．１ ３４．８ ▲０．６ ３７．３ ２９．３ ３３．３ ４．０ ４．６ ３２．０ ３９．３ ２８．７ ３．３ ３２．０ ４０．７ ２７．３ ４．７
製 造 業 ４１．０ ２５．６ ３３．３ ７．７ ４２．３ ２９．６ ２８．２ １４．１ ６．４ ３９．４ ３３．８ ２６．８ １２．７ ３８．０ ３９．４ ２２．５ １５．５

食料品 ２５．０ ４１．７ ３３．３ ▲８．３ ３７．５ ５０．０ １２．５ ２５．０ ３３．３ ５０．０ ２５．０ ２５．０ ２５．０ ５０．０ ２５．０ ２５．０ ２５．０
化学・石油製品 ６３．６ １８．２ １８．２ ４５．５ ５０．０ １２．５ ３７．５ １２．５▲３３．０ ７５．０ １２．５ １２．５ ６２．５ ３７．５ ５０．０ １２．５ ２５．０

生コン ２０．０ ３０．０ ５０．０▲３０．０ ０．０ ２８．６ ７１．４▲７１．４▲４１．４ １４．３ ４２．９ ４２．９▲２８．６ ０．０ ５７．１ ４２．９▲４２．９
鉄鋼・非鉄 ４２．９ １４．３ ４２．９ ０．０ ８０．０ １０．０ １０．０ ７０．０ ７０．０ ５０．０ ２０．０ ３０．０ ２０．０ ７０．０ ３０．０ ０．０ ７０．０
金属製品 ５０．０ ２０．０ ３０．０ ２０．０ ５０．０ ２０．０ ３０．０ ２０．０ ０．０ ３０．０ ３０．０ ４０．０▲１０．０ ３０．０ ３０．０ ４０．０▲１０．０
一般機械 ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ １０．０ ４０．０ ５０．０▲４０．０▲１５．０ １０．０ ３０．０ ６０．０▲５０．０ ３０．０ ４０．０ ３０．０ ０．０

電子部品・電気機械 ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ４５．５ ４５．５ ９．１ ３６．４ ３６．４ ４５．５ ５４．５ ０．０ ４５．５ ３６．４ ４５．５ １８．２ １８．２
輸送用機械 ８５．７ １４．３ ０．０ ８５．７ ５７．１ ２８．６ １４．３ ４２．９▲４２．９ ４２．９ ５７．１ ０．０ ４２．９ ４２．９ ４２．９ １４．３ ２８．６

非 製 造 業 ２７．７ ３６．１ ３６．１ ▲８．４ ３２．９ ２９．１ ３８．０ ▲５．１ ３．４ ２５．３ ４４．３ ３０．４ ▲５．１ ２６．６ ４１．８ ３１．６ ▲５．１
建設業 １４．８ ３３．３ ５１．９▲３７．０ １４．３ ３８．１ ４７．６▲３３．３ ３．７ １９．０ ４２．９ ３８．１▲１９．０ ２３．８ ３８．１ ３８．１▲１４．３
卸売業 ４５．０ ４０．０ １５．０ ３０．０ ３５．７ ５７．１ ７．１ ２８．６ ▲１．４ ３５．７ ５０．０ １４．３ ２１．４ ５０．０ ３５．７ １４．３ ３５．７
小売業 ３８．５ ３８．５ ２３．１ １５．４ ４３．８ ６．３ ５０．０ ▲６．３▲２１．６ ３１．３ ４３．８ ２５．０ ６．３ ３７．５ ３７．５ ２５．０ １２．５
不動産業 １２．５ ２５．０ ６２．５▲５０．０ ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ２５．０ １２．５ ５０．０ ３７．５▲２５．０ １２．５ ５０．０ ３７．５▲２５．０

運輸・倉庫業 ５０．０ ３３．３ １６．７ ３３．３ ５７．１ ２８．６ １４．３ ４２．９ ９．５ ４２．９ ４２．９ １４．３ ２８．６ １４．３ ５７．１ ２８．６▲１４．３
ホテル・旅館業 ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ２５．０ ０．０ ７５．０▲５０．０ ５０．０ ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０
サービス業 １２．５ ５０．０ ３７．５▲２５．０ ４４．４ ２２．２ ３３．３ １１．１ ３６．１ １１．１ ４４．４ ４４．４▲３３．３ ０．０ ５５．６ ４４．４▲４４．４

業況ＢＳＩの詳細
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香港のプロモーション活用（食品関連編）REPORT

１．はじめに

香港は、日本の農林水産物等の最大輸出先で

あり、昨年（２００９年）の我が国の農林水産物等輸

出額のうち香港向けが２２％を占めています。

また今年についても年初からの５ヵ月間で、

日本から香港へ輸出された食料品や飲料品は、

昨年同時期と比べて４０％以上も増加しており、

香港の日本食品関連市場が着実に成長している

ことが窺えます。このような状況下、去る８月

１２日より５日間、アジア最大級の食品フェアと

言われる「香港フードエキスポ２０１０（美食博覧）」

が開催され、日本からも過去最多となる１００社

近い企業・団体が出展されました。

今回はこのフードエキスポの模様と、香港の

地場スーパーで同時期に開催されていた日本食

フェアの模様をご紹介し、香港における食品関

連販売プロモーションの手法や在り方などにつ

いてレポート致します。

２．香港フードエキスポについて

「香港フードエキスポ」は香港貿易発展局（以

下、ＨＫＴＤＣ）主催による、香港では毎年恒

例のイベントで、今年で２１回目を迎えました。

当会場では商談等を目的とするバイヤーや業界

関係者が入場可能なトレード・ホールと、商品

購入が目的の一般来場者が入場可能なパブリッ

ク・ホールの２つのエリアに分けられています。

トレード・ホールには有力なバイヤーが来場

することもあって、今年は２２ヵ国・地域から約

７４０社あまりの企業や団体が出展参加しました。

（昨年実績：出展社数６０７社・団体）

日本からも、昨年の２倍以上の企業・団体が

参加され、サンプル等を手に、バイヤーへ積極

的に自社商品をアピールされていました。

トレード・ホール内には九州パビリオンが設

けられ、福岡・大分・鹿児島・沖縄の１０企業・

団体が参加されていたほか、熊本・宮崎は例年

参加の常連ということで、別途パビリオンが設

置されていました。

日本からの出展社数が増加している要因をＨ

ＫＴＤＣの東京事務所マーケティング部担当者

に尋ねたところ、�ＨＫＴＤＣが本展示会の日

本での広報活動に注力したこと �自治体や

ジェトロならびに地域金融機関等が、海外展開

を検討する企業への支援体制を強化しているこ

と �日本国内の需要が低迷する中、中国市場

をはじめとする海外市場進出を睨み、アジア地

区のゲートウェイである香港を活用する意識が

海外リポート

バイヤーとの商談風景

パビリオンでのＰＲ風景
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高まっていること 等の回答がありました。

２００９年の中国本土から香港への旅行者数は年

間約１，８００万人にも達していることから、香港

で日本の食材や料理に触れた旅行者によって、

中国本土に早いスピードで広まるチャンスが期

待出来るのも、香港を活用する大きな魅力のひ

とつになっていると思われます。本会場でも多

数の中国人を目にしましたが、聞くところでは、

中国本土からこの時期、香港へのツアー日程に

は、本エキスポ見学が組み込まれており、多く

の中国人旅行者が、パブリックホールで販売さ

れている各国の食料品をお土産というよりは、

むしろスーパーで食材を買い込んでいるかのよ

うに購入する姿が見られました。

３．香港地場スーパーでの日本食フェア

次に香港地場スーパーマーケットで開催され

ていた日本食フェアの模様をご紹介致します。

ご承知のとおり、香港では日本食関連食材の品

揃えは非常に充実しており、当地で生活する日

本人は不自由なく日本の食材を手に入れること

が可能です。値段は日本で購入するよりも当然

割高（日本の１．５倍程度）ですが、最近は特に円

高の影響もあり、更に割高に感じられます。し

かしながら日本食は香港人にも人気が高く、定

期的にこのような日本食フェアが開催されてい

ます。前述のフードエキスポ等を活用する日本

食のプロモーション手法もありますが、近年で

はスーパーの催事等を活用した販売の機会も増

加しています。この場合、直接スーパー側と交

渉を行う場合と、スーパーとサプライヤーとの

間に存在する卸売業者を通じて催事を行うケー

スがあり、商品在庫についても委託販売形式や

バイヤー買取形式等様々な方法があるようです。

通常、スーパーの店舗内で写真等の撮影を行う

ことは店側より禁止されていますが、今回は店

側立会いのもとで撮影許可を頂き、日本の食材

が販売されている模様を取材することが出来ま

した。

取材当日、ちょうど日本の製菓会社が自社商

品の実演販売を行っていました。機材を日本か

日本の酒類も販売

地場スーパーでの日本食コーナー 日本食フェアにおける実演販売風景
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ら持ち込み、煎餅を顧客の面前で焼いて試食を

させる手法です。

香港人は試食を好み、気に入った場合は、そ

の商品が多少高くても購入するという傾向もあ

ることから、香港で食品の販売を行う場合はこ

の試食販売がかなり有効なようです。

実演販売を行っていた日本企業の社長様にお

話を伺うことが出来ました。その社長によると、

「当社の商品は主に米粉を使用した煎餅やおか

き類で、品質を落とすことなくこの市場で勝負

したいのですが、１００％日本国産米を使用する

と、販売価格はどうしても高くなってしまい、

中国産等の米粉を主原料とする同様の商品と比

較すると、価格競争で負けてしまうのは当然で

す。価格面で対抗する為、主原料を安いものに

替えても、海外で販売する意味がありません。

とにかく品質に拘って、付加価値をつけること

で、海外のお客様にも受け入れて頂く努力をし

たいのです。但し、味については日本で受け入

れられている味が海外でそのまま受け入れられ

るとは限りません。やはりその国や地域の人々

が好む味を見出すことが重要な課題であり、今

後も試行錯誤を重ねながらじっくり取り組んで

いこうと考えています。」とのことでした。日

本で売れるのだから、海外でも売れるはずだと

いった考え方では、なかなか海外で成功するの

は難しいと、改めて感じさせられました。

４．スーパーの食品売り場で感じたこと

スーパーの食品売り場で最近よく目にするの

が、商品パッケージに日本語で表記されたもの

が増えていることです。日本で製造されたもの

であれば当然ですが、その日本語表記された食

品を手にとって見てみると、驚くことに中国製

やタイ製の商品だったりします。ある食品メー

カーの人に聞いたところ、日本語表記を加えた

方が売れ行きは良くなるとの回答でした。裏を

返せば、それだけ日本の食品に対する信頼度・

人気度が高いと言えるでしょう。

また香港の人が食品を購入する際の特徴とし

て、パッケージの裏面をよく見ています。何を

見ているかというと消費期限・添加物の表記で

す。近年では健康志向も高まっており、また今

年７月からは食品栄養表示法も施行されたこと

で、原材料だけでなく栄養成分や食品添加物に

対する関心も高まっています。

５．最後に

今回の取材を通じて感じたことは、日本企業

の海外販路拡大への関心が非常に高いというこ

とです。とはいえ、ここ香港では食料品関連の

販路拡大を行うことは決して容易ではありませ

ん。なぜならば、香港には世界各国から様々な

食料品等が入ってくることから、ある意味飽和

状態となっています。その為、経常的な取引に

結びつけるには、付加価値を高めることや、香

港人受けするような工夫が必要となります。香

港のバイヤーからも、最近「日本の食材への人

気は間違いないが、香港で商品を売り込む為に

は、まずは催事等を活用したマーケティングを

地道に行ってもらって、顧客の嗜好や反応を見

るのが一番である。ただし、昨今の円高で、サ

プライヤーとバイヤーとの間で価格交渉が難航

するケースも増えてきており、価格設定も大事

な要素。」とよく耳にします。よって、労力は

要しますが、今回ご紹介した国際的な展示商談

会やフェアでの催事販売等を活用しながら自社

商品をアピールすることが、成功への近道であ

ると考えられます。

（香港駐在員事務所 末松 尚樹）

海外リポート
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大連編

ＰＲＯＦＩＬＥ

清本鐵工株式会社 ～大連清本鐵工有限公司～

大連清本鐵工有限公司は、宮崎県延岡市に本

社、佐賀県武雄市に支社を構える清本鐵工株式

会社の１００％子会社として１９９７年４月に設立さ

れました。主要製品は、アンカー（錨）、船尾部

品等の船舶用部品、風力発電用部品等の鋳鋼製

品です。月間生産能力９５０トン、敷地面積５１，０００

�、建物面積１６，５３１�の工場を備えており、従
業員数は２３５名です。

大連進出のきっかけは、重工業が盛んで鋼材

の品質が高い割に、日本より人件費は安いとい

うメリットから、華北地区への進出を検討して

いたところ、外注先の現地企業から会社の売却

話があり、Ｍ＆Ａによって進出しました。

但し進出当初は、従業員や機械設備が足りな

いうえ、電気や水道といったインフラの整備も

不十分だった為、停電等のトラブルが頻発し生

産上のネックとなっていましたが、地元政府と

の話し合いを重ねた結果、環境も改善されて増

産が可能となり、工場も増築しています。

受注面でも、当初は親会社からの受注が殆ど

でしたが、製品の品質が高いことから中国企業

からの受注も増え、０９年度は受注総額の４０％を

中国企業が占めています。０３年１２月には、ＩＳ

Ｏ９００１の認証も取得し、当社が強みとする品質

面での一層の差別化も図られています。

また、鋳鋼技術、日本語、仕事への取組姿勢

等の習得を目的に、９８年より毎年１０名の研修生

を日本へ派遣しており、従業員の約半数が日本

での勤務経験を有しています。

現在、特に注力していることは、従業員の労

務管理です。日本語が話せる従業員が多いとは

いえ、習慣が異なる為、日本での管理手法が通

用しないことがあります。例えば「同僚に仕事

を教える」ことは、「自分の仕事が奪われる」と

考える文化の為、指導することを「仕事」とし

て指示する必要があります。また、日本人が一

方的に中国人従業員を管理する体制では、従業

員のモチベーションが低下する可能性も高いこ

とから、中国人同士が管理する体制を採用して

います。他にも、社員旅行やバドミントン大会、

納涼会等のイベントを実施し、従業員の相互親

睦を図っています。

当社の主要顧客である造船業界は、今後需要

が減少する等の見方もあって、先行きに不透明

感が漂っていることから、造船以外の分野を強

化すべく、風力発電用部品にも進出しました。

環境に対する意識の高まりもあって、風力発電

用部品の成長は著しく、業績も順調に推移して

います。

今後は、鋳鋼品の中でも高い品質が要求され

る特殊鋼分野での地位を確立することで、「日

本と中国の友好と発展に貢献する」という当社

の目標を実現するとともに、更なる成長が期待

されます。

（大連駐在員事務所 宮城 正志）

■現地法人名／大連清本鐵工有限公司
■住 所／大連市金州区二十里堡街道
■Ｔ Ｅ Ｌ／＋８６‐４１１‐８７３８‐１３０５
■Ｆ Ａ Ｘ／＋８６‐４１１‐８７３８‐１３０６

■親 会 社 名／清本鐵工株式会社
■住 所／宮崎県延岡市土々呂町６‐１６３３
■Ｔ Ｅ Ｌ／０９８２‐２４‐１１１１
■Ｆ Ａ Ｘ／０９８２‐２４‐１１５５

海外進出最前線

当社外観
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ＦＦＧニュース
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九州の鉱工業生産動向
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（出所）九州経済産業局
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［基調判断］……………持ち直しの動きが続いている

２０１０年７月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、一般機械や輸送機械、化学工業の生産の
伸びから、前月比０．３％上昇の１０１．４と２ヵ月ぶりで前月を上回りました。購入補助金や減税によるエ
コカー需要により乗用車の生産は堅調に推移しているほか、自動車向け素材等も高水準を維持してお
り、生産活動は持ち直しの動きが続いています。

［業種別動向］……………一般機械や輸送機械、化学等で上昇

業種別にみると、プラント関連機器やフラットパネルディスプレイ製造装置の生産が伸びた一般機
械のほか、輸送機械や化学等がプラスに寄与しました。一方、半導体基盤の材料となるファインセラ
ミックス等の生産が伸び悩んだことから窯業・土石製品が落ち込みました。このほか、電子部品・デ
バイスや電気機械等もマイナスに寄与しています。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、フラットパネルディスプレイ製造装置等の生産が好調だった一般機械や鉄鋼は上昇

した一方、自動車等の輸送機械や化学の生産は弱含み、全体でほぼ横ばいとなりましたが、持ち直し

の動きは続いています。

大型小売店販売額は前年割れとなりましたが、その幅は縮小しています。また、企業倒産は小口倒

産が増加したこともあり負債総額は２ヵ月連続で前年を上回りました。住宅建設は、新築社宅やマン

ションの新規着工件数の増加等により、５ヵ月連続で前年実績を上回りました。

［生産活動］……………総合指数はほぼ横ばい

６月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比１．０％低下の９２．９と、ほ

ぼ横ばいとなりました。

主要業種をみると、フラットパネルディスプレ

イ製造装置等の生産が好調な一般機械（同４．９％上

昇）や鉄鋼は上昇したものの、自動車等の輸送機

械は同２．８％低下し、化学も横ばいながら同０．６％

低下しました。

［大型小売店］……………前年割れながら、減少幅は縮小

７月の大型小売店販売額は、大型小売店全体で

の販売額は前年同月比２．０％減の６０１億円と２４ヵ月

連続で前年比マイナスとなりましたが、減少幅は

縮小しています。

業態別でみると、百貨店は同２．８％減の２８０億円、

スーパーについても同１．２％減の３２０億円と百貨店、

スーパーともに前年割れとなりました。

福岡県経済動向
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福岡県経済動向

［住宅建設］……………５ヵ月連続で前年を上回る

７月の新設住宅着工戸数は、前年同月比７．２％

増の２，４４１戸と５ヵ月連続で前年を上回りました。

用途別をみると、持家は同２．２％減の８０８戸、貸家

で同２．９％減の１，０２０戸となったものの、分譲では

マンションの新規着工等から同１９．１％増の４７３戸

となったほか、大規模な社宅の新築等により給与

は同４７倍増となる等、大幅な伸びを示しました。

［公共工事］……………請負金額は３ヵ月ぶりに減少

７月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比８．７％減の８１７件、金額は同６．８％

減の３６１億円と、請負金額は３ヵ月ぶりに前年同

月比で減少しました。

発注者別にみると、自衛隊関連施設の工事発注

等から「国」が同７２．８％増となったほか、「市町

村」でも同３．２％増となったものの、「独立行政法

人等」では昨年大型工事の発注があった反動から、

同８１．０％減となるなど、全体を押し下げました。

［企業倒産］……………負債総額は２ヵ月連続で前年を上回る

８月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比６．１％増の３５件、負債総

額は同１６０．７％増の５０億円と大幅に増加しました。

負債金額３０億円を超える大型倒産はなかったも

のの、建設業を中心に受注不振等による小口の倒

産が増加したことから負債総額は２ヵ月連続で前

年を上回りました。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、一般機械では落ち込みは見られたものの、電子部品・デバイスでは引き続き高水準

を維持しており、総合指数も２ヵ月ぶりに上昇するなど、持ち直しの動きは続いています。

住宅建設は貸家が大幅に減少したことから前年割れとなったものの、持家、分譲は増加しています。

公共工事は件数、請負金額ともに前年を下回りました。企業倒産については、負債総額は低水準で推

移しています。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月ぶりに上昇

６月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比８．０％上昇の９８．６と２ヵ

月ぶりに上昇しました。

主要業種別にみると、電子部品・デバイスは同

０．４％増と前月並みながら、依然として高水準を

維持しています。一方一般機械は、半導体製造装

置等で生産調整が行われた影響等から、同２７．９％

減と大幅に低下しました。

［大型小売店］……………主力の衣料品が伸びず前年割れ

７月の大型小売店販売額は、前年同月比２．４％

減の１５５億円と、前年を下回りました。

商品別でみると、主力の衣料品では売上構成比

率の高い婦人服等の販売が低調だったこともあり

同７．２％減となったのをはじめ、概ね前年割れと

なりました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………７ヵ月連続で前年を下回る

７月の新設住宅着工戸数は、前年同月比１０．６％

減の８２７戸と７ヵ月連続で前年を下回りました。

用途別にみると、持家は同０．３％増の３５４戸、貸

家は同３０．３％減の３６８戸、分譲が同１３９．５％増の１０３

戸と大幅に増加しました。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに前年を下回る

７月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比８．１％減の５４２件、金額が同

２０．３％減の１３２億円となり、請負金額は前年を大

幅に下回りました。

発注者別の請負金額をみると、小学校校舎改築

により「市町村」が同１３．８％増と伸びたものの、

昨年大型工事が相次いだ「国」で半減するなど、

前年割れとなりました。

［企業倒産］……………負債総額は低水準で推移

８月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年同月比変わらずの７件、負債

総額が同７３．８％減の８億円となりました。

「中小企業金融円滑化法」による効果等から負

債総額は低水準で推移しています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向

総合指数 一般機械工業 電子部品・デバイス工業（右軸）
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、輸送機械や電子部品・デバイスが前月生産が大幅に伸びた反動等もあって前月比マ

イナスとなり、総合指数は低下しました。しかし生産自体はいずれも高水準を維持しており、持ち直

しの動きが続いています。

大型小売店販売額は、夏物商品等の売上が好調だったこと等から２００６年９月以来４６ヵ月ぶりに前年

実績を上回りました。また住宅建設も、貸家が増加したこと等により４ヵ月ぶりに前年を上回ってい

ます。

［生産活動］……………指数は前月比マイナスながら、高水準を維持

６月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比９．８％低下し１４７．１となり

ました。

業種別でみると、前月半導体集積回路の生産が

伸びた電子部品・デバイスはその反動もあり同

１８．８％低下、同様に輸送機械も同１０．２％低下と、

前月比でマイナスとなっていますが、生産は高水

準を維持しています。

［大型小売店］……………２００６年９月以来、４６ヵ月ぶりに前年を上回る

７月の大型小売店販売額は、前年同月比１．８％

増の１１２億円と、２００６年９月以来４６ヵ月ぶりに前

年を上回りました。商品別では、主力の衣料品は、

婦人服の販売が伸びず同５．４％減と前年を下回り

ましたが、新エコポイントが好調な電気機械器具

や夏物商品等の売上が好調に推移したことで、前

年実績を上回りました。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………４ヵ月ぶりに前年を上回る

７月の新設住宅着工戸数は、前年同月比３７．７％

増の４９７戸と４ヵ月ぶりに前年を上回りました。

用途別にみると、持家は同１５．１％増の２２９戸、

昨年低水準だった貸家はその反動から同６５．３％増

の２４３戸、分譲は同２３．１％増の１６戸と軒並み前年

を上回りました。なお、分譲のうちマンションに

ついては、４ヵ月連続で着工実績がありませんで

した。

［公共工事］……………昨年の反動から請負金額は前年比マイナス

７月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比１７．０％減の４８４件、金額が同

８．５％減の２２５億円と、請負金額は２ヵ月ぶりに前

年を下回りました。

公営住宅の新築工事や汚水処理施設工事等によ

り「市町」は同３１．１％増と前年を上回ったものの、

昨年大口案件が発生した反動から「国」「独立行

政法人等」「県」「その他」いずれも前年を下回り

ました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに大幅に減少

８月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比７２．７％減の３件、負債

総額が同６２．１％減の３億円と、件数、負債総額と

もに大幅に減少しました。

「中小企業金融円滑化法」施行による企業支援

の効果により、負債総額は引き続き低水準で推移

しています。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １０７．４ １．３ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８１．１ ▲２１．９ ８２．１ ▲２１．３ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．８ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２００９．６ ８１．０ ▲２２．５ ８１．８ ▲２１．９ ９６．１ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．８ ▲４１．７ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４

７ ８１．９ ▲２２．３ ８２．９ ▲２１．６ ９５．５ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．６ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．１ ▲１８．３ ８３．８ ▲１８．４ ９５．０ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．０ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８４．６ ▲１７．５ ８５．６ ▲１６．２ ９４．４ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．８ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８５．９ ▲１４．４ ８７．５ ▲１２．４ ９３．１ ▲１４．３ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．５ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．１ ▲２．９ ８８．８ ▲２．２ ９３．２ ▲１４．２ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．７ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ９０．４ ６．４ ９０．９ ６．３ ９３．０ ▲１４．６ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

２０１０．１ ９４．３ １８．９ ９５．０ ２０．１ ９４．０ ▲１２．３ ▲３．７ ４０．９ ８．８ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０
２ ９３．７ ３１．３ ９４．８ ２９．０ ９５．５ ▲７．５ ▲５．４ ４５．３ ２９．５ ５，７９０ ▲８．８ ６，７４３ ▲１４．７
３ ９４．８ ３１．８ ９６．７ ２９．９ ９４．０ ▲６．０ ７．０ ４３．５ ２０．６ １３，４１１ ▲１６．０ ７，８０８ １８．８
４ ９６．０ ２５．９ ９８．１ ２７．１ ９４．６ ▲３．４ ４．０ ４０．４ ２４．２ １３，２７８ ▲０．１ ５，８５０ ▲４．２
５ ９６．１ ２０．４ ９６．４ ２１．０ ９６．５ ▲０．８ ▲９．１ ３２．１ ３３．４ ７，４０２ ▲５．９ ５，７１９ ８．１
６ ９５．０ １７．３ ９６．６ １８．１ ９７．２ １．２ １．６ ２７．７ ２６．１ １０，３３８ ▲５．８ ６，２８３ ▲６．４
７ ９４．８ １４．２ ９６．５ １４．７ ９６．７ １．３ ８．８ ２３．５ １５．７ １１，４１０ ▲８．８ ６，９５１ ▲７．９

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．１ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ １．４ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７５８ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２００９．６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．４ ▲６．８ １００．４ ▲１．８ １６，０２２ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４

７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３５６ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．８ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，７０４ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３９ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６０９ ▲６．４ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１５ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．９ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９１ ▲４．２ ２２９，６２０ ４５．４

２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．３ ▲２．２ ９９．４ ▲１．３ １７，１４７ ▲５．１ ２１８，７７５ ４２．７
２ ５６，５２７ ▲９．３ ２．９ ▲８．４ ▲２５．６ １０２．４ ▲１．６ ９９．３ ▲１．１ １４，０２３ ▲３．４ ２６８，７２０ ３８．９
３ ６５，００８ ▲２．４ ３．２ ▲１２．５ ８．８ １０２．６ ▲１．３ ９９．６ ▲１．１ １５，８３１ ▲４．１ ４０１，５２５ ４０．６
４ ６６，５６８ ０．６ ２．３ ▲７．０ ２７．４ １０３．１ ▲０．１ ９９．６ ▲１．２ １５，４６３ ▲３．１ ２００，２５２ ３６．９
５ ５９，９１１ ▲４．６ ４．８ ▲１３．５ ０．８ １０３．３ ０．５ ９９．７ ▲０．９ １５，６５６ ▲３．２ ２０６，９３３ ２９．８
６ ６８，６８８ ０．６ ４．４ ▲１０．９ ２４．６ １０２．９ ０．５ ９９．７ ▲０．７ １５，６３４ ▲２．４ ２６５，３７２ ２０．９
７ ６８，７８５ ４．３ ４．４ ▲５．９ ２７．２ １０２．７ ▲０．２ ９９．２ ▲０．９ １７，１９３ ▲０．９ ３０７，０１５ １５．５

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２００９．６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４５ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９

７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４３ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６６９ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４３ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４３ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４３ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１
２ １２５，２１２ ▲３．９ ３９１，０４２ ０．２ ２８５，２１１ ▲３．５ ０．４７ ４．９ １，０９０ ▲１７．３ ５６，８３７ ２．３ ４１，３８３ ▲１．３
３ １７７，５１１ ０．２ ３６２，４６６ ▲１．０ ３５２，５５２ ２．３ ０．４９ ５．０ １，３１４ ▲１４．５ ５７，９６１ ２．６ ４１，６１７ ▲１．４
４ ９７，９６８ ９．４ ３８３，９８０ ▲０．６ ３３１，６２１ ▲３．７ ０．４８ ５．１ １，１５４ ▲１３．２ ５７，７６５ ２．４ ４１，０４３ ▲１．８
５ ９３，４８８ １０．０ ３２０，５４２ ▲６．２ ３０３，３２６ ▲４．４ ０．５０ ５．２ １，０２１ ▲１５．１ ５７，９７８ ３．０ ４０，８９２ ▲１．９
６ １１１，２３７ １１．７ ５９９，６６９ ６．５ ２９７，８０９ ▲０．５ ０．５２ ５．３ １，１４８ ▲１９．３ ５７，９９６ ２．０ ４０，９４４ ▲１．６
７ １１３，１９６ ６．５ ４６３，４４７ ▲１．３ ３１６，６５９ ０．０ ０．５３ ５．２ １，０６６ ▲２３．１ ５７，３５４ １．９ ４０，８５８ ▲１．６

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大

型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．８ ▲３８．３ ７２．７ ▲３６．１ ７９．６ ▲２９．８ ７８．４ ▲２２．８ １１３．３ ▲７．３
２００９．６ ７９．７ ▲２４．５ ７４．０ ▲２９．４ ６４．０ ▲４７．６ ６５．５ ▲３９．７ ８３．７ ▲３１．１ ７８．９ ▲２４．３ １１７．２ ▲５．７

７ ８２．２ ▲２５．１ ８１．２ ▲１８．７ ６４．９ ▲４４．７ ６６．０ ▲４３．４ ８８．７ ▲３５．４ ８２．４ ▲２６．２ １２６．１ ７．４
８ ８３．４ ▲１７．７ ８２．４ ▲１４．４ ６７．６ ▲４０．５ ７１．７ ▲３５．８ ９１．６ ▲１５．６ ８２．７ ▲１６．７ １１０．８ ▲１１．０
９ ８５．３ ▲１４．２ ８４．５ ▲１３．２ ７２．６ ▲３６．７ ７０．７ ▲３７．２ ９６．３ ▲８．７ ８５．４ ▲１２．７ １０５．６ ▲９．４
１０ ８３．６ ▲１１．９ ８６．７ ▲１４．４ ６９．２ ▲３６．２ ６７．７ ▲３９．６ ９２．０ ▲２．０ ８３．４ ▲１０．２ １０３．０ ▲１３．２
１１ ８４．８ ▲４．２ ９１．１ ０．８ ７５．５ ▲２９．１ ６７．５ ▲３５．８ ９９．８ ３１．７ ８５．３ １．８ １００．６ ▲１９．０
１２ ８７．３ ２．５ ９９．５ ３０．２ ８１．２ ▲２２．３ ７３．４ ▲２２．９ ９８．３ ３９．７ ８７．８ ９．０ ９８．６ ▲２２．５

２０１０．１ ９３．４ ２１．５ ９２．９ ５８．８ ７９．９ ▲９．３ ８４．８ ▲３．０ １１１．５ ７０．７ ９３．３ ２６．７ ９８．６ ▲１９．４
２ ９１．３ ３９．１ １００．９ ７４．１ ８９．０ ２１．８ ８４．６ ８．９ １０５．７ １６５．０ ９１．０ ４８．６ ９１．９ ▲２５．６
３ ９３．９ ３１．０ １０３．４ ７０．１ ９８．９ ３５．８ ８９．２ ２．０ １０５．２ １３３．３ ９３．７ ４１．２ ９１．７ ▲２２．８
４ ９４．５ ２７．８ １０２．５ ６８．２ ９０．３ ３８．３ ７８．８ ２６．１ １１１．０ ５９．８ ９２．７ ２５．１ ９６．３ ▲１８．０
５ ９３．８ １７．９ ９５．６ ３４．０ ９３．１ ４５．３ ８８．３ ２６．７ １０９．５ ３０．５ ９３．２ ２０．９ １２２．８ ７．６
６ ９２．９ １７．３ １０２．８ ３９．５ ９１．５ ４２．９ ９２．６ ４１．６ １０６．４ ２８．１ ９１．８ １７．０ １５９．６ ３７．１
７

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．０ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７７２ ▲５．２
２００９．６ ▲２７．４ ▲３７．０ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０

７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．１ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．３ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５７，６６３ ▲４．２
２ ６９．１ ２５．４ ２０５ ２５．１ ５７ ▲５９．０ ２，３６４ ▲１７．５ ６．５ ２６．５ ▲７６．５ ９８．５ ▲１．１ ４６，２５１ ▲３．６
３ ６９．７ ２１．３ ５４２ ２３．３ ４５６ １１５．２ ３，１８９ ２６．１ ６．４ ▲３．９ １４６．７ ９９．２ ▲０．６ ５１，６８１ ▲４．６
４ ３０．４ ２１．４ ４３２ ▲３．５ １３９ ▲３．４ ２，６２５ １５．９ １１．３ １８．３ １７．３ ９８．６ ▲１．６ ５０，０５１ ▲５．１
５ ４２．１ １８．２ ２２１ ０．６ ２３８ １９．１ ２，４１３ １．９ １９．３ ５４．２ ▲６８．１ ９８．９ ▲１．１ ５１，３９１ ▲５．２
６ ２１．７ １９．７ ２７２ １１．６ １９３ １．４ ２，５８４ ５．９ ▲２．０ １７．４ ３０．９ ９８．９ ▲０．８ ４９，４１４ ▲４．１
７ ３０．７ １４．６ ３６１ ▲６．８ ３７８ ２０６．０ ２，４４１ ７．２ ▲２．２ ▲２．９ １９．１ ９８．６ ▲０．９ ６０，０６６ ▲２．０

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２００９．６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８

７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３９ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４０ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．３９ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４
２ １０，８４０ ４６．３ ５，１８４ ▲４．９ ３７１，９８５ ９．３ ２６４，７０４ ▲１７．５ ０．４２ ３０ ▲３．２ １７９，１６２ ２．５ １３８，５３４ ▲０．７
３ １４，８５７ ４７．６ ６，８７２ ▲４．７ ３２７，１９４ ▲１０．０ ３０８，０６９ １．８ ０．４３ ３６ ▲１８．２ １７９，１１８ ３．５ １３７，９３３ ▲０．６
４ ７，９２７ ４０．９ ３，９８９ １５．９ ３５０，０２８ ▲３．６ ３６０，５４６ ４．４ ０．４４ ２７ ▲２５．０ １８１，２１４ ２．４ １３７，６６０ ▲１．０
５ ８，２１９ ４１．０ ３，９４８ ２９．１ ３１３，２００ ▲２．７ ２８５，７５８ ▲１．０ ０．４５ ２２ ▲４７．６ １８１，２８３ １．８ １３７，７０７ ▲１．４
６ １０，３６７ ２８．５ ４，７４３ １５．４ ５１３，２３２ ０．１ ２８３，３８８ ６．９ ０．４６ ３１ ▲３５．４ １８１，５６０ ２．１ １３６，７２１ ▲０．２
７ １１，７３０ １４．６ ５，０９３ １７．６ ４２６，１７０ ▲５．９ ２９９，０８９ ▲１．１ ０．４６ ２５ ▲４４．４ １８１，６３０ ３．１ １３７，８７９ ０．２

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．７ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７８５ ▲６．２
２００９．６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６

７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．０ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２８．５ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

２０１０．１ ２４．８ ▲３５．７ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，６２７ ▲５．４
２ ４８．４ ▲１７．７ １３２ ３３．８ ８１ ６１．９ ５４４ ▲３４．１ ５．４ ▲６７．７ ▲６１．３ ９９．５ ▲０．７ １１，８６８ ▲３．１
３ ８．４ ▲２６．４ ２５０ ７．８ ８８ １４２．４ ７２８ ▲１１．１ ７．９ ３６．９ ▲６０．２ １００．１ ▲０．５ １３，５８４ ▲５．１
４ １０．９ ▲１３．０ １７５ ▲３４．５ ６４ １９．５ ６８２ ▲１６．４ １．１ ３６．０ ▲８６．３ １００．１ ▲０．７ １３，１７１ ▲３．３
５ ▲３１．０ ８０．８ １６９ ８０．０ ７０ ２０．４ ４７９ ▲２６．３ ▲２０．８ ▲４４．８ ３７．５ ９９．９ ▲０．６ １３，２３２ ▲６．３
６ ▲３８．８ １．６ １２３ ４０．２ １１４ １１１．２ ８７１ ▲１９．９ ３９．０ ▲３０．３ ▲７２．５ ９９．９ ▲０．５ １２，８４１ ▲３．３
７ ２０．０ ▲６．２ １３２ ▲２０．３ ７６ ２７．１ ８２７ ▲１０．６ ０．３ ▲３０．３ １３９．５ ９９．８ ▲０．４ １５，４９６ ▲２．４

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２００９．６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８

７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３８ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０
２ ３，６６２ ５６．９ ２，６１７ ▲５．２ ４００，０６５ ２０．６ ２９６，１３０ ２０．５ ０．４１ ８ １４．３ ４９，５２９ ２．３ ２９，３６２ ０．１
３ ５，１６４ ４７．２ ３，３３５ ０．２ ３６２，７６０ １１．０ ３３８，２２８ ▲１１．７ ０．４２ １４ ２７．３ ４９，５８２ ３．３ ２９，６１８ ０．４
４ ２，４４５ ４０．０ １，９９３ １２．１ ３７３，６１１ １２．１ ３４０，３４９ ４．８ ０．４３ １２ １４０．０ ５０，３７７ ２．３ ２９，１８９ ０．１
５ ２，７３４ ４９．９ ２，０２１ １３．７ ３１５，０１９ １．９ ３０３，００５ ４．７ ０．４５ ３ ▲６２．５ ５０，４３２ ２．１ ２９，３００ ０．２
６ ３，３２１ ２３．６ ２，１９７ ７．５ ４６４，１４８ ▲１５．２ ２９４，５８４ １０．５ ０．４６ ９ ▲５５．０ ５０，６８０ ２．０ ２９，３５５ ０．７
７ ４，２９５ ３４．１ ２，３８８ １２．８ ４１５，６１８ ６．２ ２９５，４６０ ▲３．２ ０．４７ ６ ▲４０．０ ５０，５２１ ３．４ ２９，４６０ ０．７

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．７ ▲２．２ １０３．７ ▲２５．２ ４９．０ ▲３７．３ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．２ ▲９．９
２００９．６ ７８．６ ▲２４．０ ９７．８ １．７ １０７．５ ▲１９．２ ４５．４ ▲３２．７ ７０．７ ▲２８．８ ７８．５ ▲２１．２ １１２．３ ▲９．２

７ ８０．０ ▲２１．６ ９７．５ ▲１．１ １０９．４ ▲１９．０ ４８．０ ▲２４．８ ６８．４ ▲３０．２ ７８．２ ▲２２．５ １０９．６ ▲１３．５
８ ８０．４ ▲２０．４ ９４．７ ▲８．３ １０７．８ ▲１８．３ ４０．１ ▲４４．５ ７５．３ ▲２１．５ ７８．６ ▲２０．４ １０６．９ ▲１３．９
９ ８２．７ ▲１８．６ ９３．３ ３．６ １１４．３ ▲１３．９ ４９．０ ▲２４．９ ６５．９ ▲３６．０ ８０．４ ▲１８．５ １０２．５ ▲１４．３
１０ ８１．２ ▲１８．９ ９８．０ ０．６ １０９．３ ▲１７．０ ４６．０ ▲２９．４ ６５．７ ▲３５．０ ７８．８ ▲１９．５ ９６．６ ▲２５．８
１１ ８４．７ ▲１０．０ ９５．０ ０．３ １１７．４ ０．９ ５４．７ ▲０．５ ６７．９ ▲２９．１ ８１．７ ▲１０．８ ９３．４ ▲３０．４
１２ ８７．５ ▲３．８ ９１．６ ▲３．９ １２６．６ １７．０ ４７．５ ▲２１．５ ６８．６ ▲２９．４ ８２．７ ▲７．２ ９４．２ ▲３２．８

２０１０．１ ９８．３ １５．３ １００．５ ２．０ １４４．７ ５７．８ ４８．１ ▲２４．９ ７９．５ １．５ ９４．６ ９．２ ９６．１ ▲３１．７
２ ９７．７ ２６．０ ９４．６ ▲１．３ １２７．４ ６６．０ ６４．３ ２０．５ ８７．６ １０．１ ９４．２ １９．５ ９７．２ ▲２７．８
３ ９１．２ ２７．６ ９２．４ ▲３．４ １２１．７ ５７．０ ９７．２ ５３．３ ９４．４ ２５．５ ９１．０ ２４．０ ９１．９ ▲２２．２
４ ９５．９ ２２．７ ９２．９ ▲１．３ １２１．９ １５．４ １１７．８ ２０１．５ ９３．３ ３１．２ ９４．８ ２３．２ ９４．６ ▲１９．６
５ ９１．０ １７．８ ９０．０ ▲４．２ １１２．３ １１．２ ７６．６ １５１．８ ８４．８ １２．８ ８６．０ １２．６ ９０．３ ▲２３．２
６ ９８．６ ２５．４ ９８．４ ０．６ １１２．７ ４．８ ５５．２ ２１．６ ７７．５ ９．５ ９３．２ １８．８ ９２．１ ▲１８．０
７

出所 熊本県統計調査課

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品 電子部品 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００７年 １３４．０ １１．４ １０３．５ ▲１３．８ １０４．９ ４．４ ２２８．６ ３６．３ ９８．７ ▲２．１ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １５２．５ １３．８ １５４．２ ４９．０ １０１．８ ▲３．０ ２５５．５ １１．８ １１９．０ ２０．６ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 １２５．９ ▲１７．４ １２３．０ ▲２０．２ １０１．０ ▲０．７ １９０．３ ▲２５．５ １１０．８ ▲６．９ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２００９．６ １６４．３ ２．５ １１４．０ ▲２９．４ １０３．４ １０．１ ３５５．１ ２３．６ １１７．０ ▲０．５ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０

７ １４２．４ ３．７ １２９．７ ▲２４．８ １０５．０ ５．３ ２３３．３ ３１．０ １２９．６ ７．９ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ １４５．４ ▲８．２ １７６．６ ▲３．２ １０５．６ ３．７ ２２８．７ ▲１１．８ １０９．２ ▲１３．４ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ １４８．０ ０．４ １６０．２ ▲４．３ １０５．０ ０．９ ２４４．０ １１．２ １０４．４ ▲１５．８ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ １４４．１ ▲６．４ １５９．１ １．７ １０３．６ ▲０．３ ２３６．９ ▲２．２ １０３．６ ▲１８．８ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４
１１ １２９．８ ▲２．３ １０５．１ ▲２２．９ ９５．８ ▲３．５ ２１４．５ １９．１ １００．７ ▲１７．０ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ １３３．９ ８．０ １４５．４ １４．９ １００．１ ２．４ ２０８．９ ２１．４ ９９．４ ▲１６．７ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６

２０１０．１ １２３．４ ３２．４ １５０．０ ３９．６ １０３．４ ４．２ １７４．１ ２０３．６ ９９．９ ０．２ １３６ ▲１３．２ １７４ ▲３３．７ ８２．０
２ １３０．９ ６７．６ １５８．７ ５８．９ １０９．４ １４．８ １９７．４ １０３８．１ １０１．７ ▲１４．７ １４９ ▲８．８ １４７ ▲３１．５ １３．５
３ １３５．６ ２９．４ １５２．７ ７２．８ １０３．５ ７．７ １７６．６ ３３．５ １２９．８ １１．４ １４７ ▲２３．３ １８３ ▲８．８ ５６．８
４ １３８．１ ４７．１ ２６５．１ ２３３．６ １０３．２ ０．７ １９３．１ １７７．８ ４９．１ ▲５９．６ １５４ ▲２３．７ ２９４ ４６．７ ４９．５
５ １６３．０ ３９．２ ２０７．１ １０５．７ １０７．８ ４．５ ２６６．４ ７６．０ １２３．２ １．３ １８１ ▲０．９ ２６０ ３１．８ ８．７
６ １４７．１ ▲１０．５ １９４．７ ７０．８ １０４．０ ０．６ ２１６．３ ▲３９．１ １１０．６ ▲５．５ １９０ ▲２．６ ２８０ ３５．６ ２２．２
７ ０．６

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２ ９９．９ ▲１．０
２００９．６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４

７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．４ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．９ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

２０１０．１ ４７．３ ▲３０．３ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３
２ ▲１１．０ １．１ ４，２８６ ▲１６．０ １１９ ▲２０．２ ２２ ▲３６．６ ４２４ ▲１６．０ ▲３．２ ▲２３．４ ▲５０．０ ２５０ １９．４ ９８．９ ▲１．２
３ ▲５１．２ ３７．４ ４，７７５ ▲１３．５ １８０ ▲９．９ ４６ ７３．１ ３４６ １８．５ ４．３ ４０．３ ▲２９．４ ３４６ ▲１５．０ ９９．４ ▲１．１
４ １２１．６ ０．５ ５，７０６ ▲０．６ ９８ ▲３５．８ ３３ ▲１８．６ ３７７ ▲１８．９ ▲１９．７ ▲６．１ ▲３６．８ ２６４ ▲８．２ ９８．９ ▲１．７
５ ▲０．２ １０２．６ ４，７４３ ▲５．３ ６９ ▲３３．４ １８ ▲５９．５ ３２１ ▲２４．３ ６．０ ▲６１．５ ７５．０ ４５６ ▲１．９ ９９．２ ▲１．２
６ ▲２１．４ ５４．３ ４，１０２ １．２ １７８ ２６．２ １００ ２６．７ ３８３ ▲２５．０ ▲１３．７ ▲１０．７ ▲７７．８ ２０３ ▲１２．５ ９９．３ ▲０．４
７ １４．４ ３９．０ ４，１４８ ６．２ ２２５ ▲８．５ ３５ ２７．７ ４９７ ３７．７ １５．１ ６５．３ ２３．１ ２６９ １０．９ ９９．０ ▲０．６

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９４１ ▲５．５ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２００９．６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６

７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４０ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

２０１０．１ １０，３５８ ▲７．９ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５
２ ８，１６１ ▲５．３ ２，１７４ ５３．７ １，９８２ ▲０．６３６２，８８７ ３．０２５８，７９８ ▲４．４ ０．４２ ６ ０．０ ４１，５０１ １．０ ２２，８５１ ▲５．２
３ ９，２９５ ▲１．４ ３，１７２ ３９．３ ２，９２３ ０．４３３９，６７３ ▲０．８３５１，００４ １０．３ ０．４１ ６ ０．０ ４１，６６３ ２．１ ２３，０５５ ▲４．５
４ ９，３１０ ▲１．５ １，５９９ ４１．４ １，５４８ ４．２３６２，２３８ ▲２．８３０２，６８５ ▲７．８ ０．４３ ３ ▲７８．６ ４２，００２ １．２ ２２，６０１ ▲２．８
５ ９，４７０ ▲１．７ １，６６２ ２７．１ １，６３３ ７．０３２１，２２０ １．４２７８，７１５ ▲２．０ ０．４４ ４ ▲６６．７ ４１，８５１ ▲１．５ ２２，９０８ ▲３．６
６ ９，１７４ ▲０．５ ２，０４３ １６．３ １，８４６ ３．８７２５，４３１ ３２．９２８９，３２２ ▲１．０ ０．４７ １１ ▲８．３ ４２，３３３ ０．２ ２２，７８４ ▲１．７
７ １１，１８２ １．８ ２，５０５ ２６．６ １，８８１ ０．３４８７，０４１ ２８．５２８８，３２６ ▲６．０ ０．４８ ７ ０．０ ４２，０４１ ０．９ ２２，９０５ ▲１．５

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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セミナー案内

41FFG調査月報 2010年10月



ふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおお客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様セセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーのののののののののののののののののののののののののごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごご案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内
福岡会場 ：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム
北九州会場：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

１０月のセミナー情報
◎参加費無料
（ただし、一部有料セミナ－もございます）

◎事前予約可

●各セミナーの所要時間は１時間～１時間３０分を予定しております。

●お申込みは、電話または福岡銀行ホームページにて承ります。

●各セミナーについては定員になり次第、受付を終了させていただきます。

セミナーカテゴリー Ａ・ＫＡ 投信報告会 Ｂ・ＫＢ マネー Ｃ・ＫＣ 住宅 Ｄ 年金

Ｅ・ＫＥ 生命保険 Ｆ・ＫＦ 趣味・その他

福 岡 会 場 場所：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム

福岡会場（場所：福岡銀行本店ビル４階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８１０‐８７２７福岡市中央区天神２‐１３‐１
福岡銀行本店ビル４階

ＭＡＰ

北九州会場（場所：福銀小倉ビル５階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８０２‐０００７北九州市小倉北区船場町２‐１
福銀小倉ビル５階

ＭＡＰ

セミナー案内

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

2
�

Ｃ
４１

知っておきたい！
住まいの税金

講師：野田税務会計事務所
税理士 山嶋 寿人氏

１０：３０～

１２：３０

５０
名

Ｂ
３７

分かりやすい
投資信託の基礎
～大人のための休日講座・基礎編�～

講師：三菱ＵＦＪ投信

１４：００～

１５：３０

８０
名

6
�

Ａ
６４

投資信託運用報告会※

『ブルーオーシャン』

講師：パインブリッジ・インベストメンツ

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ｆ
３３

終活とエンディングノートの書き方
～人生のエンディングを自分らしく
生前から考え準備する～

講師：飛鳥会館 代表取締役
古賀 匡郁氏

１４：００～

１５：３０

８０
名

12
�

Ｃ
４２

水周りは住まいのかなめ

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

Ａ
６５

投資信託運用報告会※

『ＬＭ・グローバル・プラス』

講師：レッグ・メイソン・アセット・マネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

15
�

Ｂ
３８

景気動向と株価・
為替のゆくえ

講師：バークレイズ・キャピタル証券
チーフ・エコノミスト 森田 京平氏

１４：００～

１５：３０

８０
名

21
�

Ｂ
３９

動き出す
ブラジル版列島改造論
～オリンピック開催に向けて～

講師：ＨＳＢＣ投信

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ｆ
３４

～魅力のワークライフバランス～

オーストラリアを知ろう

講師：在福岡オーストラリア総領事館

１４：００～

１５：３０

８０
名

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

28
�

Ｅ
１１

お子さまの夢をかなえよう
～お子さまの教育資金～

講師：アフラック（アメリカンファミリー生命保険会社）

１１：００～

１２：３０

５０
名

Ａ
６６

投資信託運用報告会※

『ハッピークローバー』

講師：ＤＩＡＭアセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

30
�

Ｄ
２３

年金の仕組み・
在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１０：３０～

１２：３０

５０
名

Ｃ
４３

まるわかり住宅ローン

講師：福岡銀行 営業推進部

１４：００～

１５：３０

３０
名

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。
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マネーセミナー・生命保険セミナー・�
投信報告会ご案内にあたっての留意点�

■本案内に記載のセミナーでは、金融商品の勧誘を行うことが
　あります。�
■これらの金融商品へのご投資には、各商品等に所定の手数料
　等（投資信託の場合は、銘柄ごとに設定された販売手数料及
　び信託報酬等の諸経費、個人年金保険の場合は、契約初期費
　用のほか、保険関係費用・運用関係費用・年金管理費用等の
　諸経費、等）をご負担いただく場合があります。また、各商品
　等には価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。�
　商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、当該商
　品等の「契約締結前交付書面」や「投資信託説明書（交付目
　論見書）」、「年金保険ご契約のしおり・約款」またはお客様向
　け資料等をよくお読みください。�

［商 品 等］株式会社 福岡銀行（登録金融機関）�
［登録番号］福岡財務支局長（登金）第7号�
［加入協会］日本証券業協会�

有料�

北九州会場 場所：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

5
�

ＫＣ
２８

水周りは住まいのかなめ

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

ＫＡ
１８

投資信託運用報告会※

『ブルーオーシャン』

講師：パインブリッジ・インベストメンツ

１４：００～

１５：３０

８０
名

13
�

ＫＡ
１９

投資信託運用報告会※

『ＬＭ・グローバル・プラス』

講師：レッグ・メイソン・アセット・マネジメント

１１：００～

１２：３０

８０
名

ＫＦ
９

アロマでリフレッシュ
～生活の中にアロマを～

講師：ＢＲＥＡＴＨ～ブレス～
日本アロマ環境協会認定
アロマテラピーアドバイザー 横山 弘美氏

実費
材料費として、お一人様５００円（税込）。
オリジナルのアロマオイルをお持ち帰り
いただきます。

１４：００～
１５：３０

５０
名

16
�

ＫＢ
２５

景気動向と株価・
為替のゆくえ

講師：バークレイズ・キャピタル証券
チーフ・エコノミスト森田 京平氏

１１：００～

１２：３０

８０
名

ＫＣ
２９

知っておきたい！
住まいの税金

講師：野田税務会計事務所
税理士 山嶋 寿人氏

１４：００～

１６：００

５０
名

20
�

ＫＣ
３０

「あかりを楽しむ」
もっと自分らしい照明にしたい

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

５０
名

ＫＢ
２６

動き出す
ブラジル版列島改造論
～オリンピック開催に向けて～

講師：ＨＳＢＣ投信

１４：００～

１５：３０

８０
名

23
�

Ｄ
２２

年金の仕組み・
在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１０：３０～

１２：３０

５０
名

ＫＢ
２７

分かりやすい
投資信託の基礎
～大人のための休日講座・基礎編�～

講師：三菱ＵＦＪ投信

１４：００～

１５：３０

８０
名

26
�

ＫＥ
３

お子さまの夢をかなえよう
～お子さまの教育資金～

講師：アフラック（アメリカンファミリー生命保険会社）

１１：００～

１２：３０

５０
名

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

26
�

ＫＦ
１０

永遠の楽園～ハワイを楽しむ
～ワイキキはもちろん、マウイ、ハワ
イ島の楽しみ方をプロがご案内～

講師：株式会社エイチ・アイ・エス
九州・中国営業本部

１４：００～

１５：３０

８０
名

29
�

ＫＡ
２０

投資信託運用報告会※

『ハッピークローバー』

講師：ＤＩＡＭアセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

８０
名

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。

平成２２年９月１日現在
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報２９号 ２０１０年９月２７日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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2010年9月1日現在
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